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Ⅰ熊本大学自然科学研究科の現況及び特徴  

１現況  

（１） 学部等名：熊本大学自然科学研究科 

（２） 学生数及び教員数（平成 26 年 5 月 1 日現在） 

：学生数：博士前期 891 人・博士後期 226 人、専任教員数（現員数）：216 人 

 

２特徴 

 最近の科学技術の進歩・発展を見ると、各分野はますます専門化する一方、従来の学問

体系には見られない新しい境界領域・学際領域が開拓されつつあり、各分野の総合的・融

合的協力なしには成果は期待しがたい学問領域が次第に増加している。このような学問の

発展に寄与するためには、高度に専門化された知識とともに、基礎的な知識の上に立って

広い応用分野に対応できる能力、識見が要求される。また、今日の複雑・多様化する社会

においては、特定の分野に限定された専門家ではなく、広い視野を持ち、基礎学力に裏付

けられた専門知識と柔軟な応用能力を身に付けた実践的人材が必要となってきている。  

 自然科学研究科は、上記のような学問的・社会的要請に基づいて、理・工学部を主体と

して、本学の他の自然科学系の協力により、多方面の複合領域に柔軟に対処し、堅実な基

礎学力と広い分野にわたる応用能力を備えた総合的視野を持つ実践的人材の育成を目指す

という新しい理念に基づいた新構想の 3 専攻 10 講座からなる後期 3 年博士課程の独立組

織として昭和 63 年に発足した。 

  その後、上述のような新領域の学問分野の急速な進展と多様な社会的要請に対応する

ため、平成 10 年度には既設の 3 専攻に加えて、4 番目の専攻として「物質・生命科学専

攻」を新設して博士後期課程に再編成し、さらに平成 11 年度からは、従来の生産科学専

攻・システム科学専攻がそれぞれ「生産システム科学専攻」・「システム情報科学専攻」へ

と、また、平成 12 年度には従来の環境科学専攻を「環境共生科学専攻」へと内容を一新

して移行し、本研究科の改組は平成 12 年度に完成した。本研究科の改組では、総合大学

の利点を生かして学内の自然科学系分野はもとより、人文・社会系教官の参加だけでな

く、学外の先端研究機関との協力による連携講座を設置して社会的要請に応えている。  

また、平成 10 年度より、これまでの理・工両研究科（修士課程）を廃止し、これらを新

たに自然科学研究科の博士前期課程（8 専攻、36 講座構成）として位置付け、教育・研究

の先端化・学際化・総合化を図り、多様なバックグランドの人材の受け入れが可能な修士

課程からの連続性・一貫性を確立した。  

 平成 18 年度には、理学と工学の一層の高度化と先端融合の機動的展開のため、理学部と

工学部に所属していた教員全てを本研究科所属とする大学院重点化・一元化の改組を行い、

博士後期課程を「理学専攻」、「産業創造工学専攻」、「情報電気電子工学専攻」、「環境共生

工学専攻」、および「複合新領域科学専攻」の 5 専攻に再編した。新設された「複合新領域

科学専攻」は、平成 15 年度に採択された 21 世紀 COE など本研究科の個性である異分野を

複合・融合し新領域科学を創成する研究教育を目指す 3 講座から構成され、本研究科を先

導する専攻と位置づけている。また平成 23 年度には本専攻においては連携講座以外の 3 講

座を 1 講座に統合し、新しい研究分野の取り入れや教員の配置に自由度を持たせた。一方、

前期課程においては、博士後期課程との 5 年一貫教育のための「複合新領域科学専攻」の

他に、基礎学部との 6 年連続教育を強く配慮した 7 専攻に再編し、専門的能力を中心に学

際的・総合的・融合的能力を併せ持つ科学技術の急速な進展と高度化にすばやく対応でき

る人材の育成を目指している。 自然科学研究科の沿革を以下に示す。 
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大学院自然科学研究科の沿革 

 

昭和４０年４月  大学院工学研究科を新設（土木工学専攻、建築学専攻、資源開発工学

専攻、金属工学専攻、機械工学専攻、生産機械工学専攻、電気工学専

攻、工業化学専攻の８専攻）。 

昭和４１年４月  大学院理学研究科を新設（数学専攻、物理学専攻、化学専攻、地学専

攻、生物学専攻の５専攻）。 

昭和４２年４月  工学研究科電子工学専攻を設置。 

昭和４４年４月  工学研究科合成化学専攻を設置。 

昭和５３年４月  工学研究科環境建設工学専攻を設置。 

昭和５８年４月  工学研究科情報工学専攻を設置。 

昭和６１年４月  工学研究科生産科学専攻（後期３年博士課程）を設置。 

昭和６２年４月  理学研究科環境科学専攻（後期３年博士課程）を設置。 

昭和６３年４月  自然科学研究科（後期３年博士課程）が設置され、生産科学専攻（工

学研究科生産科学専攻を振替）、環境科学専攻（理学研究科環境科学専

攻を振替）、システム科学専攻（新設）の３専攻で発足。 

平成２年４月   工学研究科電気工学専攻、電子工学専攻及び情報工学専攻を電気情報

工学専攻へ改組。工業化学専攻及び合成化学専攻を応用化学専攻へ改

組。 

平成３年４月   工学研究科資源開発工学専攻及び金属工学専攻を材料開発工学専攻へ

改組。機械工学専攻及び生産機械工学専攻を機械工学専攻へ改組。 

平成４年４月   工学研究科土木工学専攻、建築学専攻及び環境建設工学専攻を土木環境

工学専攻及び建築学専攻へ改組。 

平成６年４月   理学研究科生物学専攻を生物科学専攻へ改組。 

平成９年４月   理学研究科地学専攻を地球科学専攻へ改組。 

平成１０年３月  工学研究科及び理学研究科を廃止。 

平成１０年４月  大学院自然科学研究科（前期課程）を新設。 

平成１８年４月  大学院自然科学研究科重点化・一元化の改組（前期課程として理学専

攻、複合新領域科学専攻、物質生命化学専攻、マテリアル工学専攻、

機械システム工学専攻、情報電気電子工学専攻、社会環境工学専攻、

建築学専攻の８専攻、後期課程として理学専攻、複合新領域科学専攻、

産業創造工学専攻、情報電気電子工学専攻、環境共生工学専攻の５専

攻に再編） 

大学院自然科学研究科附属総合科学技術共同教育センターを設置。 

平成２０年４月  寄附講座（電力フロンティア講座）を設置。 

平成２２年４月  数学専攻（前期２年博士課程）を設置。 

平成２３年４月  複合新領域科学専攻の 3 講座を 1 講座に統合。 

平成２４年１２月 大学院自然科学研究科附属減災型社会システム実践研究教育センター

を設置。 

 

 

３組織の目的 

 最近の科学技術の進歩・発展を見ると、各分野はますます専門化する一方、従来の学問

体系にはみられない新しい境界領域・学際領域が次第に増加している。このような学問の

発展に寄与するためには、高度に専門化された知識とともに、基礎的な知識の上に立って

広い応用分野に対応できる能力、見識が要求される。また、今日の複雑・多様化する社会

のおいては、特定の分野に限定された専門家ではなく、広い視野を持ち、基礎学力に裏打
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けられた専門知識と柔軟な応用能力を身に付けた実践的人材が必要となってきている。 

 自然科学研究科は、上記のような学問的・社会的要請に基づいて、理・工学部を主体と

して、本学の他の自然科学系の協力により、多方面の複合領域に柔軟に対処し、堅実な基

礎学力と広い分野にわたる応用能力を備えた総合的視野を持つ実践的人材の育成を目指す

という新しい理念に基づいた新構想の 3 専攻 10 講座からなる後期 3 年博士課程の独立組

織として昭和 63 年に発足した。 

 その後、時代に応じていくつかの再編・改組を行ってきたが、平成 18 年度には、理学と

工学の一層の高度化を選択融合の機動的展開のため、理学部と工学部に所属していた教員

全てを本研究科所属とする大学院重点化・一元化という大きな改組を行った。博士前期課

程については「理学専攻」、「物質生命化学専攻」、「マテリアル工学専攻」、「機械システム

工学専攻」、「情報電気電子工学専攻」、「社会環境工学専攻」、「建築学専攻」、及び「複合新

領域科学専攻」の 8 専攻へと再編し、専門的能力を中心に学際的・総合的・融合的能力を

併せ持つ科学技術の急速な発展と高度化にすばやく対応できる人材の育成を目指した。新

設された「複合新領域科学専攻」は、平成 15 年度に採択された 21 世紀 COE プログラムな

ど本研究科の個性である異分野を複合・融合し新領域科学を創成する研究教育を目指す３

講座から構成され、本研究科を先導する専攻と位置付けている。また、研究開発リーダー

や起業家を育成するためのものづくりをベースとして MOT(Management Of Technolog) 特

別教育コースを新設し、社会人も受講できるプログラムとしている。 

 一方、後期課程についても「複合新領域科学専攻」の他、「理学専攻」、「産業創造工学専

攻」、「情報電気電子工学専攻」及び「環境共生工学専攻」の５専攻に再編した。また、平

成 18 年度日本学術振興会「『魅力ある大学院教育』イニシアティブ」採択による“異分野

融合能力を持つ未来開発型人材育成”教育プログラムを複合新領域科学専攻において実施

している。国際的には、平成 18 年度文部科学省「科学技術分野における国際共同教育プロ

グラム」に採択され国際大学院特別コースの国費枠を拡大し、また一方で私費外国人留学

生のための奨学基金を設立した。 

 平成 19 年度には産業界・他大学大学院・海外大学との連携を一層強化し、共同して教育

を行う附属総合科学技術共同教育センターを設置した。その他、科学技術振興調整費によ

る「みなまた環境マイスター養成プログラム」では、世界に環境保全の大切さを発信する

ことができる人材の育成を進めている。 

 このようにして、本研究科は、国際的に魅力ある大学院へと進化しようとしている。 

 研究科は、社会の急速な変貌に伴って起こる様々な問題に対して、科学・技術の立場か

ら柔軟に対応しうる豊かな識見と創造的、指導的能力を持つ人材の育成を目指す。そのた

め、より高度な専門教育を実施する博士前期課程と、先端的・学際的・融合的・総合的な

教育・研究を実施する博士後期課程からなる区分制大学院に、制度的・組織的により強い

連携と連続性を持たせ、境界領域・融合領域・学際領域に対処しうる幅広いバックグラウ

ンドと複数の専門領域を有する総合的な人材を育成する。 

 また、自然科学研究科は、広い視野・柔軟な創造力と指導的能力の育成を図るため、学

外の先端的研究機関との連携を強化して、人材需要と地域の発展に寄与する。 

 さらに、自然科学研究科は、社会人のリフレッシュ教育のための制度を緩和し、外国人

留学生のための教育・研究の環境を充実させて、多様な人材を受け入れて育成することで、

社会及び世界に開かれた大学としてのより一層の活性化を図る。 

 研究科は、理学と工学を融合し、大学院教員組織として統一された区分制研究科である。

教員組織は、研究科の教員が主体となり、総合情報基盤センター、地域共同研究センター、

衝撃・極限環境研究センター、沿岸域環境科学教育研究センター、文学部、教育学部、医

学部の教員がその専門分野に応じて各専攻に参加しており、全学的な協力体制が取られて

いる。 

 さらに、産業界・他大学大学院・海外大学との連携を一層強化し、共同して教育を行う

附属総合科学技術共同教育センターを設置し、国内外の大学や産官からの客員教員が研究
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教育に参加している。 
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Ⅱ 教育の領域に関する自己評価書  
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１．教育の目的と特徴 

熊本大学としての目的に「大学院では、学部教育を基盤に、人間と自然への深い洞察に

基づく総合的判断力と国際的に通用する専門知識・技能とを身につけた高度専門職業人を

育成する」ことが掲げられている。この基本方針に則り、自然科学研究科では、教育研究

上の目的として規則に「多様化する社会のニーズと学際的・融合的に進化する科学技術や

学術研究に対して柔軟に対処し、堅実な基礎学力と広い分野にわたる応用能力を備えた総

合的・国際的視野を持つ実践的・創造的・国際的人材を育成することを目的とし、国際的

に魅力のある大学院を目指す」と定めている。この目的に沿った人材育成を効果的に行う

ために、現在、博士前期課程９専攻と博士後期課程５専攻で構成されている。特徴として

は、博士前期課程は学士課程と有機的に連携するための構成となっており、博士後期課程

は幅広い分野へ対応する創造的応用能力を涵養するための構成になっている。また、理学

と工学の異分野融合型教育・研究を実現するために複合新領域科学専攻を設けている。こ

の専攻は、これまで自然科学研究科の特徴の一つであったが、近年、複合新領域科学専攻

における学生充足率が急速に減少しており、大きな問題になっている。 

 教育では、専攻講座ごとに定められた教育目的に沿って科目群を配置し、専門領域にお

ける堅実な学力、先端研究能力、及び高度な洞察力を涵養している。また、全専攻共通科

目として Problem-Based Learning(PBL)教育の一環であるプロジェクトゼミナールを設け、

学際的・融合的に進化する科学技術や学術研究に対して柔軟に対処できる能力を涵養して

いる。総合科学技術共同教育センター（GJEC: Global Joint Education Center for Science 

and Technology）において、国内大学院や企業等、および海外の研究機関の研究者と共同

で教育・研究指導する体制を整え、高度な異分野融合力を備えた人材育成のための基盤を

構築している。国際的に通用する学生の育成では、幾つかのプロジェクトゼミナールにお

いて英語によるプレゼンテーションと質疑応答が定期的に行われている。また、各種留学

制度や本学の国際奨学金等の下、日本人学生の留学や海外での学会・フィールドワーク等

への参加機会を拡充することで、実践的な国際経験を積ませている。外国人留学生の教育・

研究環境を充実するために、全て英語により教育・研究指導が行われる国際共同教育プロ

グラム（IJEP: International Joint Education for Science and Technology）を用意し

ており、本プログラムに毎年多くの留学生が入学している。日本人学生も留学生と交流す

ることにより、国際人としての視野を養っている。起業家として必要な能力を備え、将来

の研究開発リーダーとなり得る人材を育成するために、Management of Technology（MOT）

特別コースを設置している。本特別コースでは、経営の基礎理論から技術経営の実践及び

多くの演習・ディベートを網羅した必修５科目と選択２科目の全８単位を配し、技術経営

能力を持つ研究開発リーダーの育成を目指している。 

 このように、各専攻が用意するプログラムに加えて様々な共通プログラムを用意し、多

様化する情報社会において、学生が自ら必要とする科目群を受講できる体制を整え、自分

の専門分野を俯瞰できる高度な異分野融合力を備えた人材育成のための基盤を構築してい

るところが特徴である。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

１．留学生を含む在学生・受験生及びその家族：創造的な教育プログラムの提供、魅力的

な学生生活の支援、夢の実現へ向けた就職支援 

２．修了生、修了生の雇用者: 

（博士前期）確かな基礎学力を有し、熊本大学の特質を活かした実践的応用能力を有する

高度専門職業人の養成 

（博士後期）問題設定解決能力と国際的視野を持つ高度専門職業人、研究者の養成 

３．地域社会の関係者：地域の実情に通じた人材の養成  
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２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

 GJEC における他大学や企業、および海外協定校との連携による教育・研究指導体制、IJEP

における全面英語による教育・研究指導体制、MOT よる技術経営能力を持つ研究開発リー

ダーの育成は、特筆に値する。 

 

 

【改善を要する点】  

 理学と工学の異分野融合型教育・研究を実現するために設置した複合新領域科学専攻は

これまで自然科学研究科の特徴ともいえる存在であったが、ここ数年入学者数が定員を割

り、学生充足率が悪くなっており、改組も視野に入れ改善する必要がある。  

 

 

 

３．観点ごとの分析及び判定 

分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

観点 教育実施体制 

（観点に係る状況） 

 本研究科は、博士前期課程９専攻、 博士後期課程 5 専攻で構成されている(資料 A-1-

1-1-1)。平成 21 年度段階の博士前期課程は 8 専攻であったが、数学教育体制を整えるた

め、平成 22 年に理学専攻数理科学コースと情報電気電子工学専攻応用数理分野を統合し

て、数学専攻を新設した（資料 A-1-1-1-1）。また。分野横断的な総合的教育を目指し、

平成 23 年度に博士後期課程複合新領域科学専攻において連携講座以外の３講座を 1 講座

に（資料 A-1-1-1-1、A-1-1-1-2）、博士前期課程社会環境工学専攻において２コースを

１コースに統合した（資料 A-1-1-1-1）（K23）。 

自然科学研究科では、熊本大学の教育目的 (資料 A-1-1-1-3)に則り、資料 A-1-1-1-4 に示

す教育研究上の目的を規則に明記し、資料 A-1-1-1-5 に示す教育目的を掲げている。この

教育目的に沿って各専攻で教育目的を掲げ（資料 A-1-1-1-6、A-1-1-1-7）、教育目的を達

成するための教育目標を設定している（資料 A-1-1-1-8）。これら教育目的と教育目標は、

学生便覧と自然科学研究科ホームページに掲載し、周知している（資料 A-1-1-1-9）。 

 GJEC において、国内大学院や企業等、および海外の研究機関から研究者を招聘し、講義・

共同での研究指導を行う体制を整えている（資料 A-1-1-1-10）（K3、4、6、21、51）。平成

25 年に減災型社会システム実践研究教育センターを設置し、減災型社会システムの構築に

資する人材の育成を行っている（資料 A-1-1-1-11）（K3、6、21）。 

 自然科学研究科における入試、教育課程編成、学位授与等教育に関する審議および最終

決定は教授会（資料 A-1-1-1-12）および代議員会（資料 A-1-1-1-13）で行っている。これ

ら審議事項の原案を作成する組織体として各種委員会を設置し（資料 A-1-1-1-14）、それ

ぞれの案件について審議・検討し，教授会および代議員会に提案している。研究指導教員

数は、大学院設置基準を十分満たしており、専任教員一人当りの学生数からも、必要な教

員を十分に確保していると判断される(資料 A-1-1-1-15)。女性教員比率は、平成 26 年５

月１日現在で 7.0%であり（資料 A-1-1-1-16）、平成２１年度の 3.5%に比べ２倍になったも

のの（資料 A-1-1-1-17）、全学と比較するとまだ低い値である。外国人教員の人数は、平

成 21 年度の３人から平成 25 年度では６人に増えている（資料 A-1-1-1-18）（K52）。また、

資料 A-1-1-1-19 に平成 25 年度を例として示すように、国内外から多くの非常勤講師を招

いて学生の教育・研究の協力を仰いでいる。このことからも、多様な教員を確保し、学生

に幅広い教育を提供しているといえる（K3）。 

 学生の募集に関しては、アドミッションポリシーを策定し、ホームページで広く周知し

ている（資料 A-1-1-1-20、A-1-1-1-21、A-1-1-1-22）（K12）。入学試験の案内は熊本大学ホ
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ームページで周知している（資料 A-1-1-1-23）。主に留学生や帰国子女を対象に 10 月入学

のための入学試験を実施している（資料 A-1-1-1-24）（K2）。入試に際しては、試験問題チ

ェック体制、および実施体制を構築し、優秀な学生を確保するための入学者選抜に心掛け

ている（資料 A-1-1-1-25、A-1-1-1-26）（K13）。海外からの留学生が安心して教育・研究指

導を受けることができるようにするため、IJEP を設け、講義・研究指導を全て英語で教授

する体制を整えている（資料 A-1-1-1-27）（K4）。幅広い教育を受け複数の学位を取得する

ダブルディグリープログラムも採用しており、この４年間で新たに４校と合意文書を締結

した（資料 A-1-1-1-28）（K4）。 

 平成 22 年度から 25 年度までの４年間の平均学生定員充足率は博士前期課程で 109％、

博士後期課程で 109％であった（資料 A-1-1-1-29）。複合新領域科学専攻を除いて全ての専

攻で充足率が 100％を越えている（資料 A-1-1-1-30）。複合新領域科学専攻で定員を満たし

ていない原因として本専攻構成員の多くがパルスパワー科学研究所へ移籍したことが挙げ

られる（資料 A-1-1-1-31）。IJEP に入学する留学生数は両課程合わせて毎年 20 名を越えて

いる（資料 A-1-1-1-32）。IJEP 以外の留学生も含めると在籍者数では 100 名を越えている

（資料 A-1-1-1-33）。社会の要請に応えた社会人キャリアアップ教育を目的に社会人学生

（資料 A-1-1-1-34）や科目等履修生（資料 A-1-1-1-35）も数多く受け入れている。 

 教員の教育・研究指導のスキルアップを目的として、FD 講演会を開催している（資料 A-

1-1-1-36）（K16）。授業参観については、自然科学研究科教員が教育担当する工学部および

理学部の FD 委員会と連携のもと、参観する授業を選定し、実施している。学生による授業

改善アンケートについても、実施対象科目となる履修登録者数 10 名を越える科目群（資料

A-1-1-1-37）について実施している。しかし実施率および学生へのコメント入力率が極め

て低いのが現状である（資料 A-1-1-1-38）。 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

各専攻の科目群に加えて、GJEC における他大学や企業、海外の研究機関との連携による

講義・研究指導体制、減災型社会システム実践研究教育センターにおける減災型社会シス

テムの構築に資する人材の育成、IJEP による全面英語による教育・研究指導体制等、多様

な人材育成体制を整えている。入学者数も自然科学研究科全体としては常に定員を充足し、

かつ多くの留学生や社会人学生も入学している。このように数多くの多様な学生を受け入

れており、十分に期待される水準にあると判断した。 
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資料：A-1-1-1-1：自然科学研究科の専攻構成      

    

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋、改変） 
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資料：A-1-1-1-2：複合新領域科学専攻講座再編の趣旨・目的 

      

（出典：総合企画会議附議資料より抜粋）  

 

資料：A-1-1-1-3：熊本大学の目的 

     

（出典：熊本大学ホームページ[http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/gaiyo]よ

り抜粋）  

 

資料：A-1-1-1-4：自然科学研究科の教育研究上の目的 

     
（出典：熊本大学大学院自然科学研究科規則より抜粋）  

 

資料：A-1-1-1-5：自然科学研究科の教育目的 

      

（出典：自然科学研究科のホームページ[http://www.gsst.kumamoto-

u.ac.jp/gaiyou/kyouiku.html]より抜粋）  
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資料：A-1-1-1-6：各専攻における博士前期課程の教育目的 

 

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋、改変） 
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資料：A-1-1-1-7：各専攻における博士後期課程の教育目的  

 

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋、改変）  
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資料：A-1-1-1-8：教育目標の例  

     

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋）  

 

 

 

資料：A-1-1-1-9：教育目的、目標を掲載したホームペ−ジの例  

                 

  

 

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/ 

senkoku/k_rigaku/k_r_butsurikagaku.html]より抜粋）  
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資料： A-1-1-1-10：総合科学技術共同教育センター（ GJEC: Global Joint 

Education Center for Science and Technology） 

   

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋）  

 

         

資料：A-1-1-1-11：減災型社会システム実践研究教育センターの理念と組織図 

        

（出典：減災型社会システム実践研究教育センター ホームページ[http://iresc. 

kumamoto-u.ac.jp/concept.html]より抜粋）  
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資料：A-1-1-1-12：教授会での審議事項  

    

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科教授会規則より抜粋） 

 

  

資料：A-1-1-1-13：代議員会での審議事項 

    

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科代議員会規則より抜粋）  

  

 

資料：A-1-1-1-14：各種委員会と審議内容 

      

（出典：自然科学研究科各種委員会資料より抜粋） 
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資料：A-1-1-1-15：専任教員配置状況（平成 26 年 5 月 1 日現在）

 
（出典：自然科学研究科総務担当資料および教務係資料より抜粋）  

 

  

 

資料：A-1-1-1-16：教員男女比 

 

（出典：熊本大学データ集 2014 より抜粋.平成 26 年 5 月 1 日現在）  

 

 

 

資料：A-1-1-1-17：教員男女費の経年変化

 

（出典：熊本大学データ集 2014 より抜粋） 

 

 

 

資料：A-1-1-1-18：外国人教員数の経年変化  

 
（出典：自然科学研究科人事担当資料より抜粋）  
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資料：A-1-1-1-19：平成 25 年度非常勤講師任用  
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（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋）  

 

 

資料：A-1-1-1-20：自然科学研究科のアドミッションポリシー 

       

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/ 

policy/index.html]より抜粋）      
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資料：A-1-1-1-21：各専攻（博士前期課程）のアドミッションポリシーの例    

       

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/policy/ 

z_rigaku.html]より抜粋  

 

 

資料：A-1-1-1-22：各専攻（博士後期課程）のアドミッションポリシーの例 

       

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/policy/ 

k_rigaku.html]より抜粋 

 

 

資料：A-1-1-1-23：入学試験案内 

（出典：熊本大学ホームページ[http://www.kumamoto-u.ac.jp/nyuushi/daigakuinnyushi 

/shizenkagaku]より抜粋） 

          



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅰ・Ⅱ 

 

 
21 

資料：A-1-1-1-24：10 月入学募集要項 

          
 （出典：熊本大学ホームページ[http://www.kumamoto-u.ac.jp/nyuushi/ 

daigakuinnyushi/shizenkagaku_file/h27shizenkagaku4.pdf]より抜粋） 

 

 

資料：A-1-1-1-25：入学試験問題チェック体制 

   

（出典：自然科学研究科入試委員会資料より抜粋） 

 

 

資料：A-1-1-1-26：入学試験実施体制 

            

（出典：各講座主任への依頼文より抜粋） 
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資料：A-1-1-1-27：科学技術分野における国際共同教育プログラム 

        

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/ 

international_stud /international_joint.html]より抜粋） 

 

資料：A-1-1-1-28：ダブルディグリー合意文書締結一覧 

      
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋）  

 

資料：A-1-1-1-29：実入学者数 

博士前期課程  

 

博士後期課程  

 

（出典：自然科学研究科教授会資料より抽出）  
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資料：A-1-1-1-30：学生充足率 

博士前期課程  

 

博士後期課程  

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抽出）  

 

 

資料：A-1-1-1-31：複合新領域科学専攻における定員未充足の理由  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科教授会資料より抜粋）  
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資料：A-1-1-1-32：IJEP 入学者数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抽出）  

 

資料：A-1-1-1-33：留学生在籍者数  

  

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抽出） 

 

資料：A-1-1-1-34：社会人学生数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

資料：A-1-1-1-35：科目等履修生等の在学状況（5 月 1 日現在） 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

資料：A-1-1-1-36：FD 講演会 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 
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資料：A-1-1-1-37：授業改善アンケート実施要領 

 

（出典：教育会議制定） 

 

     

資料：A-1-1-1-38：授業改善アンケート実施状況  

 

（出典：学務ユニット教育評価担当の資料より抜粋）  
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観点 教育内容・教育方法  

（観点に係る状況）  

 熊本大学大学院学則（資料 A-1-1-2-1）に則り、履修方法および学位の授与について規

則に明示するとともに（資料 A-1-1-2-2）、平成 25 年度に各専攻のコース・講座毎に学位

授与の方針を改訂した（資料 A-1-1-2-3、A-1-1-2-4）（K14、20）。研究指導に当っては、主

任指導教員に加え、少なくとも２人の教員を加えた複数教員での研究指導体制を整えてい

る（資料 A-1-1-2-5）。優れた業績を上げた学生については、学則に則り（資料 A-1-1-2-1）、

１年以上の在籍期間で学位を取得できる修業年限特例の申し合わせを制定している（資料

A-1-1-2-6）。学位授与方針に沿った人材育成のために、各専攻のコース・講座において教

育目標を設定し、系統だった専門授業科目を配置し（資料 A-1-1-2-7、A-1-1-2-8）、教育

に当っている。また、学生が学位を取得するまでのロードマップを学生便覧に掲載し周知

している（資料 A-1-1-2-9、A-1-1-2-10）。各専攻特有の科目群に加え、全専攻共通科目を

開設している（資料 A-1-1-2-11、A-1-1-2-12）（K3、6）。PBL 教育の一環であるプロジェク

トゼミナールでは、27 のゼミナールを開設している（資料 A-1-1-2-13）（K3）。先端科学特

別講義では、１つのプロジェクトゼミナール構成員が３年で１回講義を行うようにしてい

る（資料 A-1-1-2-14）（K3）。これらの科目群に加え GJEC では、国内大学院や企業等、お

よび海外の研究機関から招聘した研究者（資料 A-1-1-1-19）による分野横断型の講義を配

置している（資料 A-1-1-2-15）（K3、4、6、21、51）。また GJEC では、大学院教養教育科目

を開設している（資料 A-1-1-2-15）。平成 25 年度からは、博士前期課程の修了要件単位を

30 単位から 31 単位に増やし、大学院教養教育科目の受講を強く指導している（資料 A-1-

1-2-2）（K3）。その他、熊本大学の他研究科が開講する科目の単位認定（資料 A-1-1-2-16）

や他大学と単位互換協定を締結することにより（資料 A-1-1-2-17）、多様化する情報社会

において、学生が自ら必要とする科目群を受講できる体制を整えている（K3、21）。IJEP は、

主に留学生対象に英語で教育・研究指導を行うものである（資料 A-1-1-2-18）（K4、51）。

英語での授業形態により専門教育科目群を３つのカテゴリに分類し（資料 A-1-1-2-19）、

これを自然科学研究科ホームページ上の時間割に記載することにより、どの科目が全て英

語で行われるか周知するようにしている。全てを英語で行うカテゴリⅢの科目が、平成 21

年度に比べ平成 25 年度までに増加していることは特筆すべき点である（資料 A-1-1-2-20）。

また、IJEP を選択した学生用に IJEP 特有の科目を用意している（資料 A-1-1-2-21）。この

ように全面英語による教育・研究指導体制を整え、多くの留学生を受け入れる体制をとっ

ている。留学生が研究や生活面に不安がないように、チューター制度を導入するとともに

（資料 A-1-1-2-22）、留学生向けの英語でのアナウンスも行っている（資料 A-1-1-2-23）

（K32）。学生が主催する国際会議（ICAST: International student Conference on Advanced 

Science and Technology）(資料 A-1-1-2-24)開催や、留学生と日本人学生の交流の場（資

料 A-1-1-2-25）を設けることで、学生が主体的に国際交流活動をする機会を提供している

（K29、31、51）。社会のニーズに対応した人材育成のために MOT 特別教育コースを開設し

ており（資料 A-1-1-2-26、A-1-1-2-27）、15 名程度とする定員より毎年多くの学生が受講

している（資料 A-1-1-2-28）（K3、6）。この他にも、教員によっては企業等と連携し、実社

会に即した実践的な指導に当っているケースもある（資料 A-1-1-2-29）（K21）。TA 制度や

RA 制度を活用し、より多くの学生に教育する側に立って物事を判断する訓練を行う機会を

提供している（資料 A-1-1-2-30、A-1-1-2-31）（K28）。 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 学位授与の方針に沿って各専攻で科目群を配置している他、プロジェクトゼミナール等

の全専攻共通科目、GJEC における他大学や企業、および海外の研究機関との連携による教
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育・研究指導体制、他研究科開講科目の単位認定制度や他大学との単位互換制度、および

多くの非常勤講師による集中講義開講により、多様化する情報社会において、学生が自ら

必要とする科目群を受講できる体制を整え、自分の専門分野を俯瞰できる高度な異分野融

合力を備えた人材育成のための基盤が構築できていると判断する。IJEP では、全面英語に

よる教育・研究指導を行っている。英語により講義する専門教育科目数も増加しているこ

ともあり、留学生が安心して入学でき、また日本人学生も留学生との交流を通して国際的

感性を身につけている。MOT や企業との連携による研究指導により社会のニーズに対応し

た人材育成も行っている。これらのことから、教育内容・方法は「期待される水準にある」

と判断した。 

 

 

 

資料：A-1-1-2-1：博士前期課程および博士後期課程の修了要件 

   
（出典：熊本大学大学院学則より抜粋）    

 

 

 

資料：A-1-1-2-2：博士前期課程および博士後期課程の履修方法および学位の授与 

   

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科規則より抜粋） 
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資料：A-1-1-2-3：博士前期課程における学位授与の方針（理学専攻生命科学コースの

例） 

 

  

 （出典：平成 25 年度 教育会議への提出資料）    

 

      



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅰ・Ⅱ 

 

 
29 

資料：A-1-1-2-4：博士後期課程における学位授与の方針（理学専攻生命科学講座の例） 

 

     

（出典：平成 25 年度 教育会議への提出資料） 
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資料：A-1-1-2-5：研究指導体制 

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科規則より抜粋） 

 

 

 

 

資料：A-1-1-2-6：自然科学研究科における修業年限の特例に関する申し合わせ 

 

     

 （出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋）  
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資料：A-1-1-2-7：教育目標と科目群（博士前期課程の一例）    

 

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋・改変） 

 

 

資料：A-1-1-2-8：教育目標と科目群（博士後期課程の一例）            

 
（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋・改変） 
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資料：A-1-1-2-9：博士前期課程数学専攻基礎数理コースのロードマップ 

 

         

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋）     

 

 

 

 

資料：A-1-1-2-10：博士後期課程理学専攻数理科学講座のロードマップ 

 

 

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋）  
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資料：A-1-1-2-11：全専攻共通科目（博士前期課程） 

 

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

 

資料：A-1-1-2-12：全専攻共通科目（博士後期課程） 

 
（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

 

資料：A-1-1-2-13：プロジェクトゼミナール一覧表 

 

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋）  
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資料：A-1-1-2-14：先端科学特別講義一覧  

平成２６年度開講分（３年間で全プロジェクトゼミナール、全教員が講義を行う） 

 
（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

 

       

資料：A-1-1-2-15：GJEC 開講の全専攻共通科目 

 
（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

 

 

資料：A-1-1-2-16：他の研究科または教育部における授業科目の履修に関する規則 

      

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科規則より抜粋）  
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資料：A-1-1-2-17：６大学大学院研究科間での単位互換制度 

     

（出典：６大学大学院研究科単位互換制度協定書をもとに再構成） 

 

 

資料：A-1-1-2-18：GJEC 国際共同教育部門での英語による教育実施体制 

    

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

 

資料：A-1-1-2-19：国際共同教育プログラム（IJEP）のための一般専門教育科目の講義形

式による分類 

    
（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/ 

international_stud/international_joint.html]より抜粋） 
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資料：A-1-1-2-20：カテゴリーⅢの科目数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

資料：A-1-1-2-21：国際共同教育プログラム（IJEP）特有の科目 

 
（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

資料：A-1-1-2-22：留学生へのチューター制度 

                

 （国際課推進センター資料より抜粋） 

    

資料：A-1-1-2-23：留学生へのメールによるアナウンス 

（出典：自然科学研究科教務担当から配信されたメールの例）  
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資料：A-1-1-2-24：International Student Conference on Advanced Science and 

Technology（ICAST）のアナウンス 

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/icast 

/callforpapers.html]より抜粋） 

 

 

 

 

資料：A-1-1-2-25：日本人学生と留学生による自主的なセミナーを通した交流 

 

    

 （出典：平成 26 年 4 月 21 日熊本日日新聞）   
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資料：A-1-1-2-26：MOT 特別教育コース 

       

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/mot 

/index.html]より抜粋） 

 

 

資料：A-1-1-2-27：MOT 特別教育コースの科目群 

 
（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

 

資料：A-1-1-2-28：MOT 特別教育コース受講者数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抽出） 
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資料：A-1-1-2-29：学外との共同で研究指導している例 

 
（出典：パルスパワー科学研究所 久保田弘教授の研究室の研究指導体制を引用） 

 

 

資料：A-1-1-2-30：TA の採用実績  

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

資料：A-1-1-2-31：RA の採用実績  

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 
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分析項目Ⅱ 教育成果の状況  

観点 学業の成果  

（観点に係る状況）  

 単位取得状況は、博士前期課程および博士後期課程の両課程において、全ての年度に渡っ

て 85%以上の高い割合を維持しており、学生は学力を適切に身につけている（資料 A-2-2-1-

1）。博士前期課程では、留年率・休学率が極めて低い（資料 A-2-2-1-2）。一方、博士後期

課程では、平成 22 年度から平成 25 年度までの留年率の平均は 12.9%と平成 21 年度から改善

されていない。これは、博士号授与に対して厳格な成績評価に基づく結果である。また、休

学についても 9.4%と高い。これは、社会人学生が業務繁忙で休学するケースが多いことも原

因の一つである。 

 資料 A-2-2-1-3 に学生の受賞件数を、資料 A-2-2-1-4 に具体的な受賞名（授与団体名）の

例を示している。主に学会等において優秀と評価された発表に対して授与されたものが多

い。受賞件数も平成 21 年度に比べ年々増加している（資料 A-2-2-1-3）。平成 25 年度を例

にとり学年別の受賞件数をみると、博士前期課程１年および２年どちらにおいても多い（資

料 A-2-2-1-5）。会議での学生の発表件数、および論文の掲載数は毎年高い数を維持してい

る（資料 A-2-2-1-6）。 

 学位授与状況は、毎年多くの学生が学位を取得している（資料 A-2-2-1-7）。修業年限特

例により早期に学位を取得する学生が毎年いる（資料 A-2-2-1-8）。修業年限以内で学位を

取得している割合は、博士前期課程の場合、平成 22 年度から平成 25 年度の４年間の平均が

90.4%と高い（資料 A-2-2-1-9、A-2-2-1-10）。一方、博士後期課程の場合、平均 61.6%と然

程高くない。しかし、留年後および単位取得退学後での取得を加えるとほとんどの学生が学

位を取得している。 

 資料 A-2-2-1-11 に学生の教員免許取得状況を示す。毎年、教員免許を希望する学生全員が

取得できている。 

 理学専攻で行っている博士前期課程修了生へのアンケート調査（資料 A-2-2-1-12）による

と、必修科目と選択科目の割合については、不適切とする回答はほとんどなかった。他大学

の教員による集中講義も毎年７割以上の学生が受講している。カリキュラムについての質問

では、年ごとに満足とする回答が増えている。全専攻共通科目のうちコース指定外科目を受

講している学生も８割を越えている。研究指導体制や学習環境での満足度でも、満足という

回答がほぼ 7 割を越えている。 

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

 博士前期課程では、高い単位取得率、低い留年・休学率、および高い修業年限内学位取

得率を毎年維持できており、受賞件数も多いことから、期待される水準にあると判断でき

る。博士後期課程では、単位取得率は高いが、修業年限内学位取得率が然程高くなく、そ

のことが反映して留年率も少し高い。これは、博士号授与のためのハードルを高くしてい

ることに起因しており、高い資質・能力を備えた人材の輩出という観点から必要である。

ほとんどの学生が最終的には学位を取得していることから、「期待される水準にある」と判

断した。  
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資料：A-2-2-1-1：単位取得状況 

 
（出典：学務情報システムより抽出）  

 

   

 

資料：A-2-2-1-2：留年・休学状況（５月１日現在） 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抽出） 

 

 

 

資料：A-2-2-1-3：学生の受賞件数 

 
（出典：自然科学研究科総務担当資料より抜粋） 
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資料：A-2-2-1-4：学生の主な受賞名と授与学会・団体 

 

（出典：自然科学研究科教授会資料より抜粋） 

 

 

 

 

資料：A-2-2-1-5：学生の受賞件数（平成２５年度 学年別） 

 
（出典：自然科学研究科総務担当資料より抜粋） 

 

 

 

 

資料：A-2-2-1-6：学生の論文数及び学会発表件数 

 

（出典：TSUBAKI の情報を各教員が確認し集計） 
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資料：A-2-2-1-7：学位授与状況 

 

（出典：自然科学研究科教務係担当資料より抜粋） 

 

 

 

 

資料：A-2-2-1-8：修業年限特例が適用され早期に修了した学生数 

 
（出典：自然科学研究科教務係担当資料より抜粋） 
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資料：A-2-2-1-9：修了者の修業年限別人数 

 
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

資料：A-2-2-1-10：修業年限内学位授与率（数値は％） 

 
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

資料：A-2-2-1-11：学生の教員免許取得資格件数の状況 

 
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋）   
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資料：A-2-2-1-12：修了生に対するアンケート結果 

 

 

（平成２２年度から平成２５年度に理学専攻博士前期課程修了生に対して行ったアンケー

ト結果から抜粋）  
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観点 進路・就職の状況  

（観点に係る状況）  

 平成 22 年度から平成 25 年度までの平均就職率は、博士前期課程が 95.7%（資料 A-2-2-

2-1）、博士後期課程が 94.5%（資料 A-2-2-2-2）と高い値を維持している。 

 資料 A-2-2-2-1 に示すように、博士前期課程の主な就職先は製造業が最も多く、大学院

で培った資質・能力を遺憾なく発揮できる職場に就職できたことが窺える。また、より高

度な知識と技術を身につけるべく博士後期課程に進学するものも多い。一方、博士後期課

程では、多くの学生が大学・研究機関等に就いている（資料 A-2-2-2-2、A-2-2-2-3）。ま

た、次に多いのが製造業である（資料 A-2-2-2-2）。大学院時代にしっかりとした資質・能

力を身に付け、修得した専門的素養を十分に活かせる職を得ることができたことを示して

いる。 

 地域別就職先としては、両課程とも 30%から 40%の学生が九州圏内に就職しており、地域

社会にも貢献している（資料 A-2-2-2-1、A-2-2-2-2）。 

 

（水準）  

期待される水準にある。 

 

（判断理由）  

多くの学生が大学院で培った専門領域の知識・技術を十分に発揮できる職場に就職でき

ている。また、九州圏内に就職する学生も多いことから、地域への有能な人材の供給とい

う観点からも「期待される水準にある」と判断した。  
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資料：A-2-2-2-1：博士前期課程修了後の進路状況 

 

（出典：熊本大学キャリア支援ユニットより資料提供）  
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資料：A-2-2-2-2：博士後期課程修了後の進路状況  

 

（出典：熊本大学キャリア支援ユニットより資料提供）  

 

 

資料：A-2-2-2-3：主な就職先  

  

（出典：熊本大学キャリア支援ユニットより資料提供）  
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４．質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 教育活動の状況  

 「重要な質の変化あり」 

第一期中期目標期間終了時点と比較して、重要な質の変化があったと判断できることと

して、以下のことがあげられる。 

（1）学際的領域を理解できる深奥な教養力を涵養させるために、GJEC に大学院教養科目

を配置し（資料 A-1-1-2-16:34 頁）、博士前期課程での履修を強く指導するために修了要件

単位を３０単位から３１単位に増やした(資料 A-1-1-2-2：27 頁)。 

（2）平成２２年度以降、新たに海外の４大学とダブルディグリー合意文書を締結した（資

料 A-1-1-1-26）。 

（3）減災型社会システム実践研究教育センターを設置し（資料 A-1-1-1-11）、減災型社会

システムの構築に資する人材の育成を開始した。 

（4）IJEP において全て英語で講義する専門科目数が増加し（資料 A-1-1-2-22）、IJEP に

入学した留学生への教育体制が充実した。 

 その他、各専攻による専門科目群の配置、GJEC における他大学や企業、および海外研究

機関との連携による教育・研究指導体制等も第一期中期目標期間終了時点と同じく充実し

ており、学生の充足率や留学生・社会人学生の入学者数も維持している。以上のことから、

「改善、向上している」と判断した。 

 

 

（２） 分析項目Ⅱ 教育成果の状況  

 単位修得率、留年・休学率、標準年限学位取得率、学位授与件数のどれも第一期中期目

標期間終了時点である平成 21 年度と比較して同等の値であった。受賞件数は少しずつで

はあるが増えている。博士後期課程における修業年限内学位取得率は然程高くないが、博

士号授与のためのハードルを高くしていることに起因している。高い資質・能力を備えた

人材の輩出という観点から必要なことであり、ほとんどの学生は最終的に学位を取得して

いる。就職状況から、大学院で培った専門領域の知識・技術を十分に発揮できる職場に就

職できていることがわかる。以上のことから、「質を維持している」と判断される。  
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Ⅲ 研究の領域に関する自己評価書  
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１．研究の目的と特徴  

熊本大学大学院自然科学研究科は、地球環境共生と活力ある社会の持続的発展に交換す

る自然科学とその応用技術の高度な学術研究拠点(COE)の構想を目指し、理学部及び工学

の連携・協力により、独創的かつ先導的な学術研究と社会的要請にこたえる応用研究を推

進し、科学技術の総合的な深化と新科学・科学技術創成、並びに大学院の個性化を達成す

るために、次の 4 項目を研究目的とした。 

１） 理学と工学に跨る異分野融合の学際的研究の推進により、科学技術を総合的に深化

させるとともに、新たな学術領域を開拓する。 

２） 国際水準の質の高い基礎研究、先見性と創造性に富んだ萌芽的研究、並びに地球環

境共生と活力ある社会の持続的発展に貢献する実践的な応用研究を推進し、社会の

多様な要請に応える。 

３） 国際的に卓越した先導的研究を推進して大学院の個性化を図るとともに、国内外と

の共同研究体制を整備し、卓越した国際的研究拠点として先導的役割を果たす。 

４） 産学官連携の推進等により、開かれた大学院として、地域社会の振興に貢献する。 

また、各専攻・講座は、以下の研究目的を掲げる。 

 

理学専攻 

数理科学講座 

数学は諸科学の基礎となる学問であり絶えず発展している。新しい理論を取り込みつつ、

流行にとらわれない息の長い基礎的な研究を推進する。また新しい学際・複合領域へも意

欲的に取り組み、数理科学の発展、社会の進展に貢献することを目的とする。 

 

物理科学講座 

素粒子から我々の身の周りにある物質、更には宇宙まで、階層構造を有する自然界の各

層における物質の物理的性質について研究し、物質に固有な性質を解明することを目的と

する。 

 

化学講座 

原子、分子、イオン及びそれらの集合体の集積と離散を基礎化学に立脚して研究し、物

質に固有な物性と化学反応性さらには自然環境中における物質の挙動を解明することを目

的とする。 

 

地球環境科学講座  

地球システムの構成要素である、岩石圏、生物圏、水圏、気圏等の成り立ちや変動の歴

史を解明し、サブシステムの相互作用に関する物質循環・環境変動の実態を解析する。こ

れらを通じて、地球システムのより高次な理解を目指すために新たな研究領域を開拓し、

もって創造的で国際的に通用する研究成果を上げることを目的とする。  

 

生命科学講座  

生命科学講座では、生物の統合的理解へ向けて、細胞及び個体の機能と分化に焦点をあ

て、これらの分子機構を探究することによって、生命活動における様々な現象の根幹をな

す基本的な真理を明らかにし、また、生物多様性の解析と保全や、生物の環境適応機構の

解析を行い、もって人類の発展に寄与することを研究目的とする。  

 

複合新領域科学専攻  

複合新領域科学講座  
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衝撃・極限環境研究センター、バイオエレクトリクス研究センター及び沿岸域環境科学

教育研究センターと連携して、世界トップ水準の先駆的・独創的・学際的な研究を行う。

そのため異分野融合最先端学問分野である衝撃超高圧、バイオエレクトリクス、環境軽負

荷及び水環境共生、さらにその学際分野における高度の研究を展開することにより、地域

社会や国際社会の発展と科学の進化に供することを研究の目的とする。  

 

産業創造工学専攻  

物質生命化学講座  

先端材料、環境、医療、バイオなどの幅広い産業分野を支える先進的化学技術にかかわ

る研究を推進するとともに、物質化学、生命化学からのアプローチによる次世代の革新的

技術の確立を目指す。  

 

マテリアル工学講座  

物質の構造、物理的・化学的性質、力学特性等をナノからマクロにわたる幅広い視野で

探索し、先端材料の創製、特性評価、生産加工プロセス及びリサイクル等について各研究

分野を有機的な連携により材料開発に関する国際水準の総合的研究を行う。  

 

先端機械システム講座  

現代の機械装置の高度システム設計を行う際に必要とされる基礎領域から先端領域まで

の研究を推進するとともに、研究成果を早急に社会還元するために産業界との情報交換を

密接に行うなど、産学連携を推進する。また、先進諸外国の最新情報を得るため、学術国

際交流の推進も図る。  

 

機械知能システム講座  

高性能・高機能を有し、社会や環境との調和の取れた機械システム及び構造物全体の知

的設計・生産を可能にするために、生産プロセスに関する基礎から応用までの幅広い研究、

コンピュータ技術を駆使した信号の計測処理・システム制御を含む知的生産システム技術

に関する研究を行う。  

 

情報電気電子工学専攻  

先端情報通信講座  

本講座は、情報工学、計算機科学、及び情報通信工学の有機的な連携によって構成され、

その主たる目的は、柔構造コンピューティングの創成とその展開にある。ソフトウェアの

みならず、ハードウエアにも可変性を導入することによって、従来より柔軟で、適応性の

高い情報通信システムを構築できる。このことは、近未来におけるユビキタス社会の実現

に、重大な貢献をなすものと期待できる。  

 

機能創成エネルギー講座  

幅広い裾野を有するエネルギー工学関連分野に対する学問的・社会的要請に応え、先端

的・先導的研究を海外研究者もまじえたプロジェクトのなかで実践し、その成果を国際社

会に還元するとともにエネルギー工学関連分野の世界的一研究拠点として認知されること

を目指す。  

 

人間環境情報講座  

情報化の進展に伴い、コンピュータによる人工的・仮想的な環境と現実の環境との融和

を図れる人間に優しいインターフェイスの構築の必要性が高まっている。これには、環境
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に対して、より柔軟かつ適応的に対応することのできる多様性をもった知的な集積システ

ムの実現が必要となる。本講座では、情報・電子・制御の各分野及びその学際分野におけ

る高度な技術を開発・展開・統合してシステムインテグレーションを実現し、人類の福祉

ならびに地域社会や国際社会の発展に供することを研究の目的とする。  

 

応用数理講座  

数学は諸科学の基礎となる学問であり絶えず発展している。新しい理論を取り込みつつ、

流行にとらわれない息の長い基礎的な研究を推進する。また新しい学際・複合領域へも意

欲的に取り組み、数理科学の発展、社会の進展に貢献することを目的とする。  

 

環境共生工学専攻  

広域環境保全工学講座  

広域な陸・海域における自然環境を保全・修復しつつ、地上、地下空間及び海域の開発

整備と高度利用を進め、同時に種々の自然災害や人為的環境汚染から自然・社会環境を守

るとともに、持続的に自然環境と共生するための総合的な技術手法を研究することを目的

とする。  

 

社会環境マネジメント講座  

持続可能な地域環境や地域社会づくりに必要な理論と技術、及び政策立案と制度設計に

ついて研究する。基礎理論や要素技術の研究の深化に留まらず、「地域防災」と「まちづく

り」に関する総合的で学際的な研究を組織的に推進する。  

 

人間環境計画学講座  

科学技術の急激な発展と産業規模の増大によって、生活環境が著しく変化している。人

間環境計画学講座では、人間生活の場としての地域環境と自然とのかかわりを持つ私的公

的生活環境が人間に与える影響を解明し、評価する。  

 

循環建築工学講座  

災害（地震、風、火災等）に対する構造物の安全かつ継続的、経済的な設計、施工、維

持管理システムの構築を目的に、環境負荷低減を考慮した材料・構法の開発、社会資本の

維持管理技術の統合に関連した国際・地域連携を推進する研究を目指す。  

 

ミッションの再定義において、研究の領域では、（１）基礎生命科学及び化学分野、（２）

地下水環境分野、（３）マグネシウム合金を中心とした材料工学分野、（４）パルスパワー・

衝撃エネルギー分野に、強みがあるとされた。これらの分野の内、（３）については平成 22

年 12 月に学内共同教育研究施設「熊本大学先進マグネシウム国際研究センター」が開設

し、（４）についてはバイオ・エレクトロニクス研究センターが改組され平成 25 年に全学

研究所「パルスパワー科学研究所」が設立した。この２組織および学内共同教育研究施設

「沿岸域環境科学教育研究センター」は、自然科学研究科と密接に連携して研究活動を行

った。 

さらに、プロジェクトの推進、若手研究者の育成、外部資金の獲得などの観点から以下

のような施策を実施した。 

プロジェクト推進 

 拠点研究 B として、以下のプロジェクトを実施した。 

X 線 CT 法の工学的応用に関する研究教育拠点 

ソフト溶液プロセスをベースとした階層的ナノ組織集積材料の創成 

KUMADAI マグネシウム合金応用の新展開 
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極限環境下での凝縮系物質の原子レベル構造・組織の精密測定とマクロな挙動 

地域水循環機構に基づく持続的水資源利用のフロンティア研究 

NaPFA スケール量産のための最先端製造科学研究・教育の拠点形成 

 また、熊本県、及びくまもとテクノ産業財団等との連携による「くまもと有機エレクト

ロニクス連携エリア」を地域イノベーション戦略、地域イノベーション戦略支援プログラ

ム（平成 23 年８月採択）の支援のもと実施した。 

若手研究者育成 

 若手研究者育成、萌芽的研究の育成のために、サバティカル制度、学内科研費を実施し、

若手研究者の育成を図った。 

外部資金獲得支援 

外部資金獲得のために、研究委員会において種々の外部資金の応募状況や採択状況の発

信、科研費申請に関する説明会の開催、若手研究者に対する熟練教員による助言などを行

った。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

1. 自然科学研究科に在籍する学生およびその家族、入学を検討している各大学学部学生、

さらには本研究科修了者からは、本研究科が世界的な研究拠点であるとともに地域の

知の拠点を形成し、発展させることが期待されている。 

2. 地域コンソーシアムを中心とする域内の学生、教員、職員からは、地域の教育研究をけ

ん引することが期待されている。 

3. 産学官関係者、共同研究先、研究資金提供組織からは、世界的な研究拠点であるととも

に地域の知の拠点であることが期待されている。 

4. 修了生の就職先、国民からは、教育研究分野および産業界における中核的人材として修

了者が活躍することが期待されている。 

5. 協定大学、ODA 支援対象国からは、修了者が帰国後、産学官各分野の中核人材として活

躍することが期待されている。 
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２．優れた点及び改善を要する点  

【優れた点】 

 研究分野に関する活動状況および成果から、自然科学研究科の研究目的に合致する研究

体制が整備されている。さらに研究目的に沿った研究が遂行されており、年度間での業績

の変動はあるものの全体として業績が着実にあげられていると判断できる。 

  

【改善を要する点】 

自然科学研究科の研究目的に沿った研究がなされ業績は上がっている。卓越した水準（SS）

に相当する業績件数は在籍教員数に対して 16％と H19 年度の自己評価に比べ大幅に改善

したものの、一部の分野・教員に偏っていることは否めない。このため若手教員に対する

研究環境、特に研究に集中することのできる環境について、改善を要する。 

 

 

３．観点ごとの分析及び判定 

分析項目Ⅰ研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

（観点に係る状況） 

 研究成果の発表は、基礎科学研究領域（理学系）において公表論文（査読付き）が３年

間の年間平均で 158 編、国際学会発表が平均 22 件であり、年度による増減はあるものの

ほぼ一定している（資料 B-1-1-1）。同様に、実践的応用研究を推進する応用科学研究領域

（工学系）において、公表論文（査読付き）が平均 417 編、国際学会発表は平均 270 件で

ある。さらに複合新領域においては、公表論文（査読付き）が平均 93 編、国際学会発表が

平均 51 件である。なお、平成 25 年に「熊本大学先進マグネシウム国際研究センター」が

設立されたため、複合新領域を中心とする関係の教員の研究活動を集計から除外する形と

なっているため、2011 年度以前と 2012 年度以降で論文数や国際学会発表数が減少した形

となっている。しかしながら、2011 年以前の２年間と 2012 年以降の２年間を比較すると、

IF(Impact Factor)が 10 以上の論文が年間平均で 2.5 編に対し 1.5 編、5 以上が 19.5 編に

対し 24.5 編と高い IF を有る論文数では大きな変化はなく、研究の質は一定水準を維持し

ていると理解される。 

さらに、研究目的の一項目である先見性と創造性に富む萌芽的研究に関して、科学研究

費萌芽研究及び若手研究（A）・同（B）の合計が、３年間の年平均で 34 件（4543 万円）採

択された（資料 B-1-1-3）。自然科学研究科全体として研究に関連して得た外部資金は、年

平均で、科研費が 142 件（３億 3312 万円）、民間等との共同研究が 69 件（１億 165 万円）

（資料 B-1-1-5）、競争的式を含む受託研究が 50 件（２億 7376 万円）（資料 B-1-1-6）、寄

附金が 127 件（１億 1425 万円）である。 

 研究活動の状況を示す指標の一つである特許に関して、国内特許の出願が年平均 27 件、

外国特許お出願が年平均 13 件であり、特許登録においても年平均それぞれ 22 件、11 件と

堅調である（資料：B-1-1-2）。産学官連携に関わる研究として、年平均 5 件の企業からの

受託研究を実施しており、受入額は平均して年間約 1821 万円である（前掲資料 B-1-1-6）。

（中期計画番号 K34, K36, K37, K38, K38, K41, K43） 

 

（水準） 

 期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 新領域の開拓が進み新たな学内共同教育研究施設の設置に貢献したこと、研究の国際水

準、先見性・創造性、及び社会の持続的発展に貢献する多様な要請へ対応するとともに、

科研費や受託研究などの競争的資金の確保、さらに企業からの受託研究の実績から、研究
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が活発に行われていると判断できる。 

 

 

 

 

資料：B-1-1-1 論文・国際学科件数および高インパクトファクタ論文数  

  

出典  TSUBAKI データベースからの抽出データ及びトムソンロイターデータに基づく自

然科学研究科教員の発表論文リストから作成  

 

 

 

 

資料：B-1-1-2 特許  

 

出典 マーケット推進データから作成  
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資料 B-1-1-3 科研費獲得状況（件数及び金額）：若手及び萌芽のみ 3 年平均を提示  

 

 出典 科学研究費取得状況から作成  

 

資料：B-1-1-6 受託研究費獲得得状況  

  

   

 出典  受託研究受け入れ状況から作成  

 

資料：B-1-1-5 共同研究獲得状況  

 

 出典 共同研究実施実績より作成  
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分析項目Ⅱ研究成果の状況  

観点 研究の成果（大学の共同利用・共同研究拠点に認定された付置研究所及び研究施

設においては、共同利用・共同研究の成果の状況を含めること。  

（観点に係る状況）  

 自然科学研究科を代表するすぐれた研究論文（資料：自然科学研究科を代表する優れた

研究業績リスト）のうち SS（卓越した水準）または S（優秀な水準）の評価を得たものは

それぞれ 33 件、45 件であり、そのうちインパクトファクタのみで SS および S と判断され

たものがそれぞれ 10 件、40 件ある（資料：B-2-1-3、B-2-1-4）。 

 国際水準の基礎研究としては、基礎科学研究領域（理学系）において、評価 SS の研究業

績が 13 件、それを含む評価 S 以上の研究論文は 18 件である。実践的応用研究領域（工学

系）では、SS 評価が研究面で 19 件、社会・経済・文化面で 1 件あり、S 評価ではそれぞれ 

25 件、S 評価２件(研究面でもカウント)である。また、総件数をそろえるために業績とし

ては掲載していないが、IF のみで SS の基準を満たす論文は 12 編、S が 78 編ある。 

 研究論文の中で、IF 単独または IF 及び被引用数から SS の評価を受けた研究の内、科学

研究費基盤研究（S）または（A）を得ている論文が計４編、S の評価を受けた研究が計９編

ある（資料：B-2-1-4 自然科学研究科を代表する優れた研究業績リスト）。SS に評価され

た論文 16 編中７編が国外の研究者と共同研究であり、10 編が国内研究者との共同研究あ

る。S に評価された論文に関しても、その 26％が国際共同研究の成果となっており、国際

的な研究拠点を目指した研究活動の成果と理解される（資料：B-2-1-3）。 

（中期計画番号 K34, K36, K37, K38, K38, K41, K43） 

 

（水準） 

 期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 以上の観点に係る状況から、拠点形成研究（A）(B)による研究活動の成果が、国際水準

での新領域の開拓や、先見性・創造性、及び社会の持続的発展に貢献する多様な要請への

対応、さらには国際的研究拠点として主導的役割を果たすための体制整備に係る活動等か

ら、研究が活発に行われており成果が上がっていると判断できる。 

 

 

資料：B-2-1-3 研究業績の状況  

 学術面  社会面  

SS 

S 

32 件  

43 件  

1 件  

2 件（2 件両面）  

 

 

番

号  

細目  

番号  

細 目

名  

学

術

面  

社

会

面  

研究テーマ  IF 被 参 照

数・他  

根

拠  

1 5203 無機化

学  

SS   光誘起磁性転移に関する研究  13.7 16 A 

2 5203 無機化

学  

SS   ソフト金属錯体に関する研究  11.0 38 A 

3 5402 高分

子・繊

維材料  

SS   分子ゲルを用いた光電変換効率向上のため

の波長変換フィルムの開発  

6.48 5,Plena

ry 1, 

Keynote 

1 

B 
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4 5304 分析化

学  

SS   重合性アニオン－カチオン対を用いるイオ

ン液体有機相の界面固定化と、クロマトグ

ラフィにおける選択性および安定性の増強  

6.48 21 B 

5 5402 高分

子・繊

維材料  

SS   ポルフィリン分子ゲルによる共連続ドナ

ー・アクセプター複合体の構築と高効率電

子移動の達成  

5.60 7, 

Invited  

B 

6 5304 分析化

学  

SS   イオン液体ポリマーの化学チューニングに

よる選択性向上を目指した新戦略  

6.48 41 B 

7 5402 高分

子・繊

維材料  

SS   高効率かつスイッチング可能な電子移動シ

ステムのためのポルフィリン配向構造体の

開発  

6.48 6,「頭脳

循環を

加速す

る若手

研究者

戦略的

海外派

遣プロ

グラ

ム」  

(2012-

14);採択  

B 

8 5304 分析化

学  

SS   交互共重合体のグラフト化技術により、形

状識別能の高いクロマト分離剤を開発する

ための新たなアプローチ  

5.96 16, 基盤

研究 A 

(2011-

14）  

B 

9 4303 ナノ材

料化学  

SS   共有結合性二次元分子ネットワークの自己

組織的構築と走査トンネル顕微鏡によるそ

の場観察に関する研究  

12.0 33 A 

10 5301 機能物

性化学  

SS   自己組織化膜を有する磁性金属ナノ粒子と

磁性ナノ触媒の設計とその複合機能化  

10.6 5 A 

11 5203 無機化

学  

SS   単核、二核鉄（ＩＩ）錯体の構造とスピン

情態  

11.0 15 A 

12 5403 無機工

業材料  

SS   ユーロピウム水酸化物と酸化チタンナノシ

ートからなる膜の発光の変化  

6.71 CREST

採択  

B 

13 5403 無機工

業材料  

SS   グラフェン酸化物を用いた DNA 分析  6.71 CREST

採択  

B 

14 5403 無機工

業材料  

SS   高プロトン伝導度を有する酸化グラフェン  10.6   A 

15 5403 無機工

業材料  

SS   酸化亜鉛と水酸化亜鉛ナノシートの合成  8.53 26 B 

16 5403 無機工

業材料  

SS   酸化グラフェンの単純な光還元  5.90 54 B 

17 5403 無機工

業材料  

SS   水から水素を発生する p 型 CaFe2O4 光カ

ソード  

11.4 50 A 

18 5403 無機工

業材料  

SS   d0 酸化亜鉛層状体の磁性  10.4   A 
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19 5403 無機工

業材料  

SS   酸化グラフェンと磁性体のハイブリッド体  10.4   A 

20 5003 超高層

物理学  

SS   月周辺のプラズマ環境の研究  5.52 28 B 

21 5001 固体地

球惑星

物理学  

SS   月磁場の研究  5.52 23 B 

22 4904 数理物

理・物

性基礎  

SS   アルミニウム触媒を用いた水からの高速水

素生成に関する分子動力学的研究  

7.94 33 B 

23 7801 化学系

薬学  

SS   酸性水溶液中でのトリプトファン誘導体を

基質とするバイオインスパイアード二量化

反応： (+)-WIN 64821、ジトリプトフェナ

リン、ナセセアジン B の３段階合成  

13.7 6 A 

24 4801 天文学  SS   銀河間磁場の観測的研究  6.35 37 B 

25 5304 分析化

学  

SS   溶存物質の動的な前処理・検出法に関する

研究  

5.70 日本分

析化学

会より

奨励賞  

B 

26 5304 分析化

学  

SS   天然水中微量硫黄化合物のその場分析に関

する研究  

5.70 日本分

析化学

会より

先端分

析技術

賞  

B 

27 1402 放射

線・化

学物質

影響科

学  

SS 

 
 アジア各国から採取したヒト尿中のビスフ

ェノール A 濃度の国際比較とヒト暴露評

価  

5.26 28 B 

28 5501 機械材

料・材

料力学  

SS 

 
 Mg-Ca 合金における微小アーク被膜の腐

食耐性と表面生物適合性  

5.08 53 D 

29 6801 植物分

子・生

理科学  

SS 

 
 植物の根端分裂組織における幹細胞活性を

制御する CLE ペプチドホルモンの機能  

9.39 招待講

演 7 回  

B 

30 6801 植物分

子・生

理科学  

SS 

 
 植物の幹細胞活性を制御する CLE ペプチ

ドホルモンの機能  

9.39 招待講

演 7 回  

B 

31 6801 植物分

子・生

理科学  

SS 

 
 植物の幹細胞活性を制御する CLE ペプチ

ドホルモンの生成に関わるペプチダーゼの

解析  

6.58 招待講

演 7 回  

B 

32 5304 

(140

1) 

分析化

学  

(環境

動態解

SS 

 
 天然水中微量硫黄化合物のその場分析に関

する研究  

5.26   D 
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析 ) 

33 5705 土木計

画学・

交通工

学  

 

SS 災害復旧事業における景観デザインの実践      L 

34 6701 分子生

物学  

S 

 
 精子形成過程での減数分裂に関する研究  6.27   D 

35 6701 分子生

物学  

S 

 
 細胞の運命決定機構に関する研究  8.39   D 

36 6806 生物多

様性・

分類  

S 

 
 第四紀更新世の気候変動と高山帯の固有種

および北極域広域分布種における種分化の

歴史  

6.74   D 

37 5401 有機・

ハイブ

リッド

材料  

S 

 
 遺伝子導入のためのカチオン性ポリマー結

合磁性ナノ粒子の開発  

6.74   D 

38 5304 分析化

学  

S 

 
 ポリアニオンおよびポリ双性イオン化した

アゾベンゼン誘導体からのイオン液体を有

機相とするシリカ材料の開発とクロマトグ

ラフィーへの応用  

6.48   D 

39 5301 機能物

性化学  

S 
 

 芳香族性オリゴアミドフォルダマーによる

ら旋構造の安定度に関する溶媒依存性  

6.48   D 

40 5402 高分

子・繊

維材料  

S 

 
 配向性ポルフィリン集合体から形成される

分子ゲルによるキラル認識  

6.48 16 D 

41 5304 分析化

学  

S 

 
 分子ゲル形成化合物による分子形状選択

性：弱い相互作用部位の集積およびび配向

性による生理活性異性体の分離  

6.48   D 

42 5504 流体工

学  

S 

 
 マイクロチャンネル内気液二相流動現象の

解明  

1.43 302 E 

43 5304 

(530

5) 

分析化

学  

(生体

関連化

学 ) 

S 

 
 β -シクロデキストリン修飾 DNA とフェロ

セン修飾 DNA 併用した均一溶液中におけ

る DNA の電気化学的研究  

6.38   D 

44 5304 

(530

5) 

分析化

学  

(生体

関連化

学 ) 

S 

 
 核酸上での発光型錯体形成を利用した分子

センサーの開発  

6.38   D 

45 5304 

(530

5) 

分析化

学  

(生体

関連化

学 ) 

S 

 
 DNA 上での光化学を利用したシグナル変

換に関する研究  

8.07   D 
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46 5304 

(530

5) 

分析化

学  

(生体

関連化

学 ) 

S 

 
 酸化グラフェンを利用した核酸分析法に関

する研究  

6.38   D 

47 5004 地質学  S 

 
 全海洋海水ストロンチウム同位体比と表層

環境変化  

7.40   D 

48 4801 天文学  S 

 
 一般相対論的プラズマの研究  6.73   D 

49 1401 環境動

態解析  

S 

 
 東アジア域の浮遊粒子状物質に含まれる微

量金属および希土類元素の地球化学的分析  

5.51   D 

50 5401 有機・

ハイブ

リッド

材料  

S 

 
 イオン液体の構造を有するポリマーを用い

た濡れ性の制御に関する論文。  

6.38   D 

51 4303 ナノ材

料化学  

S 

 
 化学液相成長によるπ共役高分子のその場

成長に関する研究  

6.38   D 

52 5401 有機・

ハイブ

リッド

材料  

S 

 
 両連続相マイクロエマルションゲル構造の

電気化学的に評価に関する研究  

6.38   D 

53 6003 触媒・

資源化

学プロ

セス  

S 
 

 Pd-O-Ce 相互作用によって生成する金属

Pd ナノ粒子：シンタリングによって CO

酸化活性を高める理由  

8.24 19 D 

54 6003 触媒・

資源化

学プロ

セス  

S 

 
 水から水素を発生する Mn-Cd-S 系の新奇

な可視光応答光触媒  

8.24 19 D 

55 6003 触媒・

資源化

学プロ

セス  

S 

 
 ソーラー熱化学水素製造に向けた硫酸分解

用 Pt 代替触媒としてのマクロ多孔質 Cu-V

酸化物  

8.24   D 

56 6003 触媒・

資源化

学プロ

セス  

S 

 
 H2 製造用可視光応答光触媒としての金属

ドープ Mn-Cd-S 固溶体の水熱合成  

7.48   D 

57 6003 触媒・

資源化

学プロ

セス  

S 

 
 ソーラー熱化学水素製造用酸素発生反応と

しての硫酸分解に有効なバナジン酸銅  

7.48   D 

58 5301 機能物

性化学  

S 

 
 巨大な負の磁気抵抗効果を示す分子結晶の

開発に関する研究  

6.63   D 

59 5301 機能物

性化学  

S 

 
 金属的電子状態を持つ超分子の開発に関す

る研究  

6.63   D 
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60 5203 無機化

学  

S 

 
 スピン転移物質の中間相における高スピ

ン、低スピン分子の配列  

6.38 14 D 

61 1402 放射

線・化

学物質

影響科

学  

S 

 
 アジア 7 カ国から採取したヒト尿中のフタ

ル酸代謝物の存在について  

5.26 18 D 

62 2301 生体医

工学・

生体材

料学  

S 

 
 金ナノロッドのフォトサーマル効果を使っ

た経皮デリバリーシステムにおける近赤外

照射の影響  

7.63   D 

63 2301 生体医

工学・

生体材

料学  

S 

 
 疎水性相互作用により安定化された細胞内

シグナルに応答するがん選択的遺伝子キャ

リアーの安定化  

7.63   D 

64 5701 土木材

料・施

行・建

設マネ

ジメン

ト  

S 

 
 コンクリートなどの脆性破壊材料では，破

壊過程は微小引張クラックの生成後に，せ

ん断クラックが形成されて最終破壊へと進

展することが知られている。それゆえ，引

張クラックとせん断クラックの分類は重要

で，それにＡＥ法を適用した。  

2.29 51 E 

65 5603 電子デ

バイ

ス・電

子機器  

S 

 
 アモルファスシリコン太陽電池の設計法に

関する研究  

7.71   D 

66 4904 数理物

理・物

性基礎  

S 

 
 セラミックス /セラミックス界面の結合状

態と構造に関する研究  

7.94   D 

67 4801 天文学  S 

 
 宇宙初期における磁場生成の研究  6.04   D 

68 6701 分子生

物学  

S 

 
 ｍRNA の核外輸送機構の解明  8.28   D 

69 6701 分子生

物学  

S 

 
 ｍRNA の核外輸送機構の解明  8.28   D 

70 5803 都市計

画・建

築計画  

S S 熊本駅周辺地域都市空間デザイン      L 

71 2202 自然災

害科

学・防

災学  

S S 「地域水害リスクマネジメントシステムの

構築と実践」  

    L 

72 5804 分子生

物学  

S 

 
 U7 small nuclear ribonucleoprotein 

represses histone gene transcription in 

cell cycle-arrested cells.  

9.70   D 

73 4704 数学解

析  

S 

 
 数学解析 , 偏微分方程式論 , 変分問題  1.64   D 
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74 4704 数学解

析  

S 

 
 非線形偏微分方程式の研究  1.05   D 

75 1203 ヒュー

マンイ

ンタフ

ェー

ス・イ

ンタラ

クショ

ン  

S 

 
 非接触計測による漫然運転の早期発見に関

する研究  

3.06 36 

(Google 

Scholar; 

98) 

E 

76 4701 代数学  S   代数的ベクトル束のモジュライの研究  1.70   D 

 

出典 研究業績説明書より作成  

 

 

資料：B-2-1-4 研究業績説明書  

 

 

 

出典 研究業績説明書から抜粋。  
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４．質の向上度の分析及び判定  

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 「研究活動の状況」に関しては、論文発表の量・質ともに高い水準を維持している。平

成 19 年の前回組織評価時以降、21 世紀 COE の実施メンバーや「沿岸域環境科学教育研究

センター」、「先進マグネシウム国際研究センター」の創設時の中核的メンバーが、それぞ

れに独立組織に所属することとなり、本研究科の構成メンバーから外れたものの、複合新

領域専攻での先端研究および、その他の先端分野を大学として支援する施策である「拠点

形成研究」の支援を受け、質・量とも前回と同等以上の活動実績をあげた。 

研究目的を自然科学研究科全体だけでなく、各専攻・講座においても設定すると同時に、

大学案内冊子をさらに充実させ、和文だけでなく英文の案内冊子も作成した。これらは学

内の教員や学生だけでなく国内外の大学や研究機関に配布している。さらにウェブページ

も充実させ、そのアクセス数も非常に多く（日本語及び英語のトップページのみで約１万

回／月）、国内外への周知を徹底していることが伺える。このため、「高い質を維持してい

る」と判断された。 

 

（２） 分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 「研究成果」に関しては、平成 23 年度から平成 25 年度に至る３年間の研究業績数から、

自然科学研究科の研究目的に照らして、概ね期待される水準に達していると判断される。

この間の組織の改編、特に従来自然科学研究科において新たな拠点を形成することを目指

した研究グループが独立した組織として研究活動を実施したため、期間中の研究成果に多

少の変動があるが、平成 23 年度以降も平成 19 年に比較し論文件数、研究の質ともに高い

水準を維持していると判断される。特に、IF のみに基づき SS 及び S と評価される研究業

績は、確実に増加している。さらに、外部資金、拠点形成・全学センター化が着実に進捗

している。さらに、次の拠点形成の核になると期待される「地下水環境リーダー育成国際

共同教育拠」、「減災型社会システム 実践研究教育センター」などが大きな成果を挙げつつ

ある。研究の質に関しても、S と SS の割合は相応の状況にあるが、SS の割合については今

後さらなる増加が望まれる。以上の結果から「期待される水準にある」と判断した。 

 以上の結果を総合的に判断して、「改善・向上している」と判断した。 
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Ⅳ 社会貢献の領域に関する自己評価書  
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１． 社会貢献の目的と特徴  

自然科学研究科の教育目的として「社会に開かれた大学として、社会の要請に応えて社

会人のキャリアアップ教育を実施する。」を揚げ、研究目的として「産学官連携の推進等に

より、開かれた大学院として、地域社会の振興に貢献する。」を揚げており、人材の育成お

よび研究分野の産学官連携を通じて、社会貢献を行うことを明示した。社会貢献に関して

は、研究面ではイノベーション推進機構（KICO）を通じての組織的対応に加え、知的財産

の獲得および技術移転に努め、研究成果の事業化を図るとともに、ベンチャー・ビジネス・

ラボラトリーにおける起業化支援等を推進し、地域の振興に努めることを謳っている。ま

た人材育成に関しては、大学院生および修了生に対しては大学院各種コース・プログラム

で対応するともに、地元企業への講義提供ではマーケティング推進部を通じて連携を進め

た。 

社会貢献分野では、共同研究・委託研究など企業と連携した競争的資金の獲得等、年平

均 31 件・2 億 2000 万円の受託研究を地方公共団体から受け、件数の 6 割、金額の 8 割を

占めた。また、企業との共同研究についても、年平均 69 件・1 億円強の実績があり、全体

的に高い水準である。また、公的機関への施策・評価委員会等での兼業については、年間

平均 98 件(兼業総数の 64％)であり、その多くは熊本市・県を中心とする九州・山口地区

の地方行政機関や国の地方出先機関を占めた。また、産学官の連携を促進するための組織

として熊本県・熊本市から支援を受け運営される「くまもと技術革新・融合研究会（RIST）」

は、20 余年に渡り産学官連携の広範な活動を行っており、そこには多数自然科学研究科の

応用分野の教員が参画している。 

地域貢献分野では、産学官連携分野を持つ総合科学技術共同教育センター（GJEC）、およ

び平成 21 年度文部科学省科学技術振興調整費「イノベーション創出若手研究人材養成」プ

ログラム（平成 21 年度から平成 25 年度）に「異分野融合型イノベーション推進人材の育

成」が採択されことを受け設置された「イノベーション推進人材育成センター：HUREC(Human 

Resource Center for Innovation)」が自然科学研究科と連携する形で活動した。GJEC を

通じて科学技術によるイノベーション創出に貢献できる人材の育成を自然科学研究科博士

前・後期課程が担い、HUREC がポストドクター及び博士後期課程学生を対象とする人材育

成を担った。特に、HUREC では、グローバルイノベーションをリードする人材として育成

を目指し、熊本県工業連合会との連携による地元企業でのインターンシップを実施するな

ど、学術分野のみならず産業分野で活躍する人材の育成を行った。さらに、環境 MOT コー

ス「みなまた環境マイスター養成プログラム」での水俣市との連携や年間平均 14 名のプロ

グラム修了者の排出、文部科学省「大学間連携共同教育推進事業」（2012-2016 年度）に採

択された「減災型地域社会のリーダー養成プログラム」に連携した減災型社会システム実

践研究教育センター（IRESC）での熊本県・熊本市・日赤病院・県内大学等との連携事業な

ど、多くの人材育成に関連したプログラム等を実施した。これらは、大学院生育成のみな

らず、地域の社会人への育成を視野に入れたプログラムである。さらに、平成２５年度に

開始された連携事業「熊大･肥銀ビジネスアカデミー」に３名が講師と参画した。 

 以上のように、人材育成および研究両面において、熊本地域から九州全般、さらに国内

の行政機関や企業を中心として、地域貢献の高い水準の実績を有している。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

1. 人材育成分野：本大学院に所属する大学院生およびその家族。 

2. 人材育成分野：大学院修了生を中心とした地域社会で活躍する社会人。 

当該分野での持続的な活動を支える基礎的基盤的知識と、その運用能力、さらに新し

い知識の習得能力を備えることが期待されている。留学生として修学した後、母国に

帰国した場合は、自然科学系の体系的知識と経験を有する中核的人材として活躍する

ことが期待される。 
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3. 研究分野：産学官関係者・共同研究先・研究資金を提供組織する各種機関 

4. 研究分野：行政機関とその関係者。 

地方行政機関や企業は有為な人材の確保による行政運営や企業活動の一層の展開を期

待される。 
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２． 優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】 

 人材養成分野での GJEC・HUREC・環境 MOT コース・IRESC など広範な取り組み実績があ

り、研究分野でも地方行政機関との連携や企業との共同研究・受託研究の実績、さらには

継続的な地域における産学官連携組織への寄与などの多様な実績がある点は、特筆に値す

る。 

 

【改善を要する点】 

 大学院の基盤的な教育に追加する形で各種プログラムを実施等、社会貢献のための教職

員業務負担増加への対応については、人的資源の配分を含め、社会貢献を進める上で束縛

条件となっており、改善を要する。 

 

 

 

 

３． 観点ごとの分析及び判定 

 

分析項目Ⅰ 大学の目的に照らして、社会貢献活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。 

観点 社会貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的

方針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されているか。 

（観点に係る状況） 

「産学官連携の推進等により、開かれた大学院として、地域社会の振興に貢献する。」を

社会貢献活動の目的とし、「熊本における「地域結集型共同研究事業」の推進、並びに熊本

TLO による技術移転に努め、研究成果の事業化を図るとともに、VBL における起業化支援等

を推進し、地域の振興に努める。」という目標を挙げた(資料 C-1-1-1)。これらを達成する

ため、イノベーション推進機構は「国立大学法人熊本大学産学官連携ポリシー」「国立大学

法人熊本大学知的財産ポリシー」「国立大学法人熊本大学利益相反ポリシー」および関連規

則に沿って産学連携を推進した。自然科学研究科から副機構長をはじめとして組織的にも

密な連携関係にある（資料 C-1-1-2）。また、VBL 起業家プロジェクトでは例年 10 件を超

えるテーマを掲げ各研究グループが活動している (資料 C-1-1-5)。さらに、施策・評価委

員会等への参画を推進するため、大学の兼業規則に従い、公的な業務への兼業については

自然科学研究科長決裁により手続きの迅速に努めた。（中期計画番号 K46, K47） 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

イノベーション推進機構との連携に基づく全学一体となった産学連携の実施計画が策定

され、公的機関への兼業についても積極的な対応がなされた。 
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資料：C-1-1-1 社会貢献に関する自然科学研究科の教育・研究目的  

 

 

 

出典：WEBページ「自然科学研究科の教育・研究目的・目標」から抜粋  

 

 

 

 

資料：C-1-1-2 国立大学法人熊本大学産学官連携ポリシーおよび組織図  

 

 

出典 「国立大学法人熊本大学産学官連携ポリシー」WEB ページからの抜粋  

 

  



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅰ・Ⅱ 

 

 
70 

資料  C-1-1-5 VBL 起業家プロジェクト  

 

 

 

出典 ベンチャービジネスラボラトリーWeb ページから抜粋  

 

 

 

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況）  

 社会貢献分野では、年平均 31 件・2 億 2000 万円の受託研究を受け、年平均 69 件・1

億円強の企業との共同研究の実績があり、全体的に高い水準である（前掲資料 B-1-1-6：

56 頁, B-1-1-5：56 頁）。熊本大学 VBL を活用した地域連携および起業家能力の育成に関

して、年 10 件以上の VBL 起業化プロジェクトを実施した（前掲資料 C-1-1-5）。さらに、

「地域結集型共同研究事業」の推進、熊本 TLO による技術移転よる研究成果の実用化を推

進した。特許に関しては、2010 年度から 2013 年度の間に自然科学研究科から 39 件が登録

され、26 件が公開された（資料 C-1-3-1）。知的財産の創出から出願までの手続きは、イ

ノベーション推進機構が一元的に管理運営した。また、公的機関への施策・評価委員会等

で兼業については、年間平均 98 件(兼業総数の 64％)（資料 C-1-3-2）であり、その多くは

熊本市・県を中心とする九州・山口地区の地方行政機関や国の地方出先機関を占めた。（中

期計画番号 K46, K47）。 

  

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 イノベーション推進機構を中心に知的財産の創出から管理運営が一元的にされ、起業化

支援も VBL が計画に沿って実施した。 
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前掲資料：B-1-1-6 受託研究費獲得状況  

  

出典：受託研究費受け入れ状況から作成  

 

 

前掲資料：  B-1-1-5 共同研究獲得状況  

  

出典：共同研究実施実績より作成  

 

 

 

資料 : C-1-3-1  公開特許一覧  

 
出典 「イノベーション推進機構 公開特許一覧」WEB ページからの抜粋  
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資料：C-1-3-2 兼業承認件数  

 

出典：自然科学研究科教授会兼業申請から作成（公的機関については自然科学研究科長

決済）  

 

 

 

 

 

 

観点 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して活動の成果が上がって

いるか。  

（観点に係る状況）  

 経済状態などの影響による変動はあるものの、企業との共同研究・受託研究が堅調に推

移した（前掲 B-1-1-5：56 頁, B-1-1-6：56 頁）。これは、研究の実効性・その成果の観点

から企業との信頼関係が維持発展したことを示す。さらに地方公共団体を中心とする公的

機関への安定的な兼業状況から、兼業先から一定の信頼と満足度が得られていることを示

す。（中期計画番号 K46, K47） 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 企業との共同研究・受託研究は堅調に推移しており、研究の実効性を含め企業との信頼

関係が維持された。 

 

 

 

 

観点 改善のための取組が行われているか。 

（観点に係る状況） 

 共同研究・受託研究等の受け入れや、知的財産の管理運営などについて、KICO が中心と

なり社会的状況を踏まえて継続的なレベルアップを行った。また、熊本県工業連合会等と

の広域的な包括連携が締結され、産業人材としての PD・DC の育成や共同研究の展開等、協

定実施化に向けた活動を行った。（中期計画番号 K46, K47） 
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（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

高い水準にある共同研究・受託研究等の受け入れが行われ、工業連合会等との広域的な

包括連携の締結など、期待される水準にある。  

 

 

 

 

分析項目Ⅱ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

観点 大学の地域貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や

具体的方針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されて

いるか。  

（観点に係る状況）  

自然科学研究科の教育・研究の目的・目標として「社会に開かれた大学として、社会の

要請に応えて社会人のキャリアアップ教育を実施する。」及び「産学官連携の推進等により、

開かれた大学院として、地域社会の振興に貢献する。」を、地域貢献活動に対する目的や基

本方針して公表・周知した(前掲資料 C-1-1-1：56 頁)。目的を達成するために、総合科学

技術共同教育センター（GJEC）(資料 C-2-1-1)、「イノベーション推進人材育成センター：

HUREC (資料 C-2-1-2)を置いた。さらに、環境 MOT コース「みなまた環境マイスター養成

プログラム」(資料 C-2-1-3)、減災型社会システム実践研究教育センター（IRESC）（資料

C-2-1-4）を設置し、大学および自然科学研究科の地域貢献活動の目的を達成するための活

動を計画した。さらに、「熊大･肥銀ビジネスアカデミー」にも参画した（資料 C-2-1-5）。

（中期計画番号 K48, K49） 

  

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

自然科学研究科として独自の社会貢献、特に社会貢献を人材育成の立場から支える複数

の教育プログラムでの実施計画、イノベーション推進機構との連携に基づく全学一体とな

った産学連携の実施計画等、本学の社会貢献活動の目的に沿った組織的な活動を計画した。 
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資料 :  C-2-1-1 総合科学技術共同教育センター (GJEC) 産学官連携分野  

 

（中略）  

 

出典 総合科学技術共同教育センター (GJEC)長挨拶から抜粋  

 

 

 

 

 

資料 :  C-2-1-2 イノベーション推進人材育成センター：HUREC  

 

出典 イノベーション推進人材育成センター (HUREC)WEBページ  
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資料 :  C-2-1-3 環境 MOT コース「みなまた環境マイスター養成プログラム」  

 

出典 「みなまた環境マイスター養成プログラム」みなまた塾WEBページから抜粋  

 

 

 

 

 

資料 :  C-2-1-4 減災型社会システム実践研究教育センター（ IRESC）  

 

出典 減災型社会システム実践研究教育センターWEBページから抜粋  

 

  



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅰ・Ⅱ 

 

 
76 

資料 :  C-2-1-5 「熊大･肥銀ビジネスアカデミー」  

 

出典 「熊大･肥銀ビジネスアカデミー」の開講関する会議資料から抜粋  

 

 

 

 

 

 

 

観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況） 

 GJEC, HUREC, 環境 MOT、IRESC では、多くの大学院生・PD を育成した。例えば、GJEC 国

内共同教育部門産官学連携分野では企業を中心とした多彩な講師陣による講義を、例年

250 名を超える大学院生が受講し 90％以上の学生が単位を修得した（資料 C-2-2-1）。さら

に、多数の受講者 MOT 特別教育コースでは、履修者数は年度ごとに変動しているが、修了

率は平均的に 70％を超え、平成 25 年度は受講者全員が本コースを修了した。さらに、コ

ースを修了していない受講者の大多数が大半科目を修得しており、本特別コースの開設の

意義は修了者にとどまらない（資料 C-2-2-2）。（中期計画番号 K48, K49） 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 人材育成分野のおいては、GJEC、HUREC、環境 MOT コース、IRESC、MOT 特別教育コース

などを通して、大学院生から社会人までの人材育成を行った。 
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資料：C-2-2-1 GJEC 国内共同教育部門産官学連携分野受講者数および修了者数  

 

出典 GJEC 国内共同教育部門産官学連携分野履修データから作成  

 

 

 

資料：C-2-2-2 MOT 特別教育コース受講者数および修了者数  

    

出典 MOT 特別教育コース履修修了データから作成  

 

 

 

 

 

 

 

観点 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して、活動の成果が上がっ

ているか。  

（観点に係る状況）  

 まず、HUREC の活動を通じ、熊本県県工業連合会との間で締結された包括的連携協定は、

その後 2014 年 3 月に熊本県工業連合会、佐賀県工業連合会、長崎工業会と自然研究科で

包括連携協定を締結し、さらに九州６県の国立大学大学院の連携へとその活動の輪が広が

った。また、HUREC の活動は、ビジネス誌の『くまもと経済』（10 件）、『熊本日日新聞』等

（10 件）、それ以外の情報媒体（3 件）の記事が掲載されるなど、地域社会への貢献が評価

されていることの、一つの裏付けとなっている（資料 C-2-3-1）。講義アンケートが実施さ

れた GJEC 専門科目「A-3 自動車の企画」（2010 年前期 57 名受講）の場合、アンケート項

目 Q-8「全体として、この授業はどの程度有意義でしたか？」という問いに、27 名が“非

常に有意義だった”、27 名が“有意義だった”と回答しており、非常に高い満足度が得ら

れていることが伺える（資料 C-2-3-2）。一方、HUREC では、養成対象者（DC, PD）を長期

間受け入れた企業から、養成対象者の資質向上のみならず、受け入れ企業の社員へのよい
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影響について言及されたものが多数あり、間接的に養成対象者の積極的な取り組み、引い

ては満足度を示すものと解される（資料 C-2-3-3）。（中期計画番号 K48, K49） 

 

  

（水準） 

期待される水準を超える。 

 

（判断理由） 

 人材養成面では、養成対象者の満足度や、長期間養成対象者を受け入れた企業のアンケ

ート回答内容から、関係者の高い満足度が伺える。さらに、HUREC の活動を通じた DC・ 

PD と地元企業との活動が、自然科学研究科と熊本県工業連合会との包括連携協定として結

実し、さらに九州内の他県との包括連携へと発展したことは特筆に値する。一方、HUREC に

おける DC コースでの人材養成目標・輩出（産業界への就職者数）は目標を大幅に下回った

が、PD コースの目標達成率については養成 90％超/輩出約 72%であり、輩出数の面からは

目標を下回った。 

 

 

 

資料 :C-2-3-1 九州地区国立大学大学院と工業団体の連携に関する記事  

 

出典：  J-Net21 サイト  

 

 

資料 :C-2-3-2 GJEC 授業アンケート  

 

出典 全学実施授業アンケートより作成  
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資料  C-2-3-3 HUREC 最終報告書に記載の長期インターシップ受入企業による評価 

 

 出典 HUREC 最終報告書より抜粋  

 

 

 

 

 

 

観点 改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況） 

教育面に関しては、GJEC は平成 26 年度も継続しており、そこでの教育内容については

授業アンケート等を用いて、内容変更や充実に継続的に取り組んだ。また、HUREC につい

ては、JST の支援の下での平成 25 年度活動を終了したが、成果報告書にも「本プログラム

で構築したシステムを発展させて、若手研究人材に対する人材育成・キャリア形成を実施

している。また、本プログラムで蓄積されたノウハウ等を、産学における PBL 教育に発展

させていく計画に取り組んでいる。」と記載にあるように、実施実績を振り返りつつ、今後

展開させることが謳われている（前掲資料 C-2-3-3）。さらに、MOT 特別教育コース、環境

MOT コース、IRESC 等のプログラムについても、講義アンケート結果等を活用し、内容の充

実に努めた。（中期計画番号 K48, K49） 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

HUREC を含め競争的資金により活動を展開してきたプログラムを発展的に継続している

点や、GJEC・２つの MOT プログラム・IRESC を展開した点、さら熊本県工業連合会との包

括連携協定の締結が、広域的な協定へと展開した点など、現状の分析を踏まえた展開が複

眼的に行われていることから、期待される水準にあると判断される。 
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４． 質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 大学の目的に照らして、社会貢献活動が適切に行われ、成果を上げて

いること。  

 第一期中期計画期間同様、企業との共同研究・受託研究の件数・契約金額や知的財産の

獲得などで高い水準を維持した。さらに、公共団体等の公的機関への兼業件数も、従前同

様に高い水準を維持した。以上のことから、大学の目的に沿った形での社会貢献活動は、

適切に実施されており、「質を維持している」と判断される。 

 

 

 

 

 

（２） 分析項目Ⅱ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げて

いること。 

 地域社会との連携に基づく人材養成は、GJEC や各種コース・プログラムの実施や、HUREC

によるイノベーション人材育成等、地域的課題を含めた人材養成の取り組みは、第一期中

期計画期間に比しても充分高い水準と言える。また、社会人に対する人材育成にも新たに

参画しており、大学の目的に沿った形での地域貢献活動は、適切に実施され成果を上げて

おり、「改善、向上している」と判断される。 
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Ⅴ 国際化の領域に関する自己評価書  
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１． 国際化の目的と特徴  

 今日の世界はグローバル化が進み、社会、経済、文化などにおいて国と国の間の垣根が

なくなり、地球規模での交流が進んでいる。このような中、国際的な感性を有し、様々な

国の人たちとコミュニケーションをとり、先導的に社会を牽引していく人材の養成が喫緊

の課題となっている。熊本大学では、平成 20 年に「全学の国際化推進の仕組みについて」

を取りまとめ、「国際的に活躍できる人材の育成」、「世界に開かれた知の拠点形成」、「世界

に開かれた文化拠点形成」を基本ポリシーとし、広く世界に認められるような国際的存在

感のある「グローバルなアカデミックハブ(拠点大学)」を目指している。本取り組みにお

いて、「総合的・国際的視野をもつ実践的・創造的・国際的人材の育成」を教育研究の目的

に掲げる自然科学研究科では、教育面においては（１）双学位制度（ダブルディグリープ

ログラム）の締結、（２）総合科学技術共同教育センター（GJEC: Global Joint Education 

of Science and Technology）・国際共同教育部門での海外研究者の招聘と英語による集中

講義の実施、（３）科学技術教育の英語化の推進（グラシウス計画）、（４）「英語による科

学技術分野の国際共同教育プログラム（IJEP: International Joint Education Program 

for Science and Technology）での外国人留学生および日本人学生の受け入れについて、

重点的に取り組むこととしており、研究面においては、（１）プロジェクトゼミナールの充

実、および（２）グローバル COE 「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」の戦略的展

開が、国際貢献においては ODA による海外技術協力への貢献が挙げられる。 

 教育に関するダブルディグリープログラムにおいては、これまで博士後期課程において

６校、博士前期課程では１校の海外の大学と協定を結んでいる。外国人研究者による講義

は、GJEC 科目として毎年複数科目を開講している。科学技術教育の英語化の推進について

は、自然科学研究科教員により英語で実施される専門教育科目数の増加に取り組んでおり、

現在のところ、博士前期課程で 58 科目、博士後期課程で 66 科目の講義を英語で提供する

体制になっている。IJEP では、学位取得までの講義と研究指導を英語で受けることができ

ることから、毎年多くの外国人留学生がこのプログラムを受講する為に入学している。ま

た、日本人学生にも IJEP を受講する学生がいる。 

 研究に関するプロジェクトゼミナールにおいては、複数教員による研究指導のための報

告会において英語での発表を義務づけているところが多く、英語でのコミュニケーション

能力の向上に寄与している。また、平成 16 年度からスタートしたグローバル COE 「衝撃

エネルギー工学グローバル先導拠点」は、平成 25 年３月 31 日にそれまで自然各研究科を

牽引してきた役目を終え、パルスパワー科学研究所として新しく熊本大学の研究拠点とし

てスタートした。 

 国際貢献では、独立行政法人国際協力機構（JICA）が行うベトナム国およびインドネシ

ア国への技術協力事業に対して中心的な役割を果たしている。 

 このように自然科学研究科では、熊本大学が策定した国際化推進のための取り組みに則

り人材育成、研究、および国際貢献に取り組んでいる。 

 

［想定する関係者とその期待］  

１．在学生：英語によるコミュニケーション能力の向上、および留学生との交流による異

文化の理解を通して国際的な感性を確立できる。 

２．留学生：英語による講義および研究指導体制により、国際的な共通語ともいえる英語

能力があれば、自然科学研究科が有する先端科学の知識を吸収し、安心して学位を取得す

ることができる。 

３．技術援助を要する海外地域の住人：JICA の国際貢献事業の一つである「対象国大学

における教育研究能力の向上」プロジェクトを担当し、対象国の教育能力の向上による持

続的な研究開発力アップ、ひいては地域の発展に寄与する。 
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２． 優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

 ダブルディグリープログラムでは、これまでに複数の海外の大学と協定を結ぶことがで

き、学生も入学している。GJEC の国際共同教育部門において海外から研究者を招聘し、講

義および共同での研究指導を行っている。また IJEP のために、専門教育科目において英語

で講義を行う授業の数を増やしている。グローバル COE プログラム「衝撃エネルギー工学

グローバル先導拠点」では、多くの海外研究機関とコンソーシアムを形成し、グローバル

な先導拠点として活躍するとともに、国際舞台で活躍できる人材の育成にも力をいれ、そ

の結果として拠点リーダーの秋山教授が優れた大学院教育に対して授与される IEEE 

Kirchmayer Graduate Teaching Award を日本人で初めて平成 25 年に受賞した。平成 25 年

３月をもってグローバル COE プログラムは終了したが、プログラム構成員を中心としてパ

ルスパワー科学研究所を設立した。JICA の国際貢献事業に協力し、ベトナム国、インドネ

シア国の教育研究能力の向上に大きく寄与している。 

 

【改善を要する点】  

 グローバル COE プログラム「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」が終了し、プロ

グラムを牽引してきた構成員はパルスパワー科学研究所に所属するようになった。このプ

ログラムに代わる最先端研究拠点の形成を早急に行う必要がある。  

 

 

 

３． 観点ごとの分析及び判定  

分析項目Ⅰ 目的に照らして、国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

観点 国際化の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方針が

定められているか。また、これらの目的と計画が広く公表されているか。  

（観点に係る状況）  

 自然科学研究科規則第２条において、総合的・国際的視野を持つ実践的・創造的・国際

的人材の育成を明確に示し（資料 D-1-1-1）、自然科学研究科ホームページでその教育目的

を広く公表している（資料 D-1-1-2）。また、世界にひらかれた大学として外国人留学生の

受け入れを積極的に行うため、海外向けのホームページを充実させている（資料 D-1-1-3）。

これら目的を達成するために GJEC を平成 19 年度に開設し、GJEC の基本方針として英語を

共通言語とした海外協定締結校との連携による学生の共同教育に当たることを明記してい

る（資料 D-1-1-4）。GJEC に国際共同教育部門を設け、海外大学から招聘した研究者による

講義、海外協定校からの特別研究学生の受入、海外インターンシップとしての学生派遣、

専門教育科目群の英語による講義の促進、IJEP への留学生および日本人学生の受け入れを

行っている（資料 D-1-1-5）。海外インターンシップや国際会議への参加に対して単位化（イ

ンターンシップⅠ,Ⅱおよび特別プレゼンテーションⅠ,Ⅱ）し、学生の積極的な参加を促

している（資料 D-1-1-6、D-1-1-7）。また、協定校との連携による国際学生会議(ICAST: 

International Student Conference on Advanced Science and Technology )の開催を行っ

ている（資料 D-1-1-8）（K6、51）。これらの制度および活動は、GJEC パンフレット（資料

D-1-1-9）、およびホームページ（資料：和文：D-1-1-10、英文：D-1-1-11）で広く周知し

ている。ダブルディグリープログラムについては、現在までに博士後期課程で６校、博士

前期課程で１校の海外大学と協定を締結し（資料 D-1-1-12）、自然科学研究科ホームペー

ジに募集要項を掲載することで周知している（資料 D-1-1-13）（K51）。 

  

（水準） 

期待される水準にある。 
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（判断理由） 

 実践的・創造的・国際的人材の育成を達成するために、GJEC の国際共同教育部門を中心

に、海外の研究者の招聘による共同教育、研究指導体制を確立している。また、海外イン

ターンシップや国際会議への参加に対して単位化し、学生の積極的な参加を促すと共に、

協定校との連携による学生の運営による国際学生会議(ICAST)を毎年開催している。留学

生を受入れる体制を整える一環として、講義および研究指導を全て英語で行い学位を授与

する IJEP を用意している。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：D-1-1-1：国際化に関する目的 

 

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科規則より抜粋） 

 

 

 

    

資料：D-1-1-2：国際化に関する目的（ホームページでの公表） 

        

 （出典：自然科学科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/gaiyou 

/kyouiku.html]より抜粋） 
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資料：D-1-1-3：留学生向け自然科学研究科ホームページ 

             

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/index_en. 

html]より抜粋）  

 

 

 

 

 

資料：D-1-1-4：国際化に関する基本方針 

 

（出典：熊本大学大学院自然科学研究科附属総合科学技術共同教育センター規則より抜

粋） 
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資料：D-1-1-5：附属総合科学技術共同教育センターにおける国際共同教育プログラム

（IJEP） 

  

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

 

 

資料：D-1-1-6：全専攻共通科目（博士前期課程） 

 

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 

 

 

 

資料：D-1-1-7：全専攻共通科目（博士後期課程） 

 

（出典：自然科学研究科学生便覧より抜粋） 
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資料：D-1-1-8：ICAST のポスター 

          

 （出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/icast 

/files/H26ICAST-poster.pdf]より引用） 

 

 

資料：D-1-1-9：附属総合科学技術共同教育センターパンフレッット 
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（出典：自然科学研究科で作成したパンフレット表紙） 

 

資料：D-1-1-10：附属総合科学技術共同教育センターのホームページ（日本語版） 

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/gjec/ 

index_ja.php]より抜粋）  

 

 

 

資料：D-1-1-11：附属総合科学技術共同教育センターのホームページ（英語版） 

 

      

 

      

http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/gjec/%20index_ja.php
http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/gjec/%20index_ja.php
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（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/ 

gjec/index.php]より抜粋）  

 

資料：D-1-1-12：ダブルディグリープログラム締結校 

 
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

 

 

 

資料：D-1-1-13：ダブルディグリープログラムへの入学募集 

         

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-

u.ac.jp/en/admissions /ddp.html]より抜粋）  
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観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況） 

 GJEC の国際共同教育部門では、毎年海外から研究者を招聘して英語による講義を開講し

ている（資料 D-1-2-1）。自然科学研究科教員が提供する専門教育科目群を英語の使用形態

により３つのカテゴリーに分け、全てを英語で行う講義をカテゴリーⅢとし（資料 D-1-2-

2）、どの科目がカテゴリーⅢであるかわかるように自然科学研究科ホームページに掲載し

（資料 D-1-2-3）、留学生が受講する科目を決める際の判断材料となっている。特に IJEP

を受講している留学生に対しては、講義と研究指導は全て英語で行っている（資料 D-1-2-

2）。カテゴリーⅢの講義は年々増加し、平成 25 年度では博士前期課程で 58 科目、博士後

期課程で 66 科目を開講している（D-1-2-4）。奨学金等の支援体制を整えていることもあり

（資料 D-1-2-5）、留学生数は、博士前期課程では平成 21 年度から変わらないが、博士後

期課程では少しずつではあるが増えている（資料 D-1-2-6）（K6、51）。この中には、JICA

がアフガニスタンに対して実施している「未来への架け橋・中核人材育成プロジェクト

（PEACE）」の一環として受入れた留学生も含まれている（資料 D-1-2-7）（K54）。また、ダ

ブルディグリープログラムに関しては、これまでに博士後期課程で６校、博士前期課程で

１校と協定を締結し、これまでに博士後期課程に３名が入学している（資料 D-1-1-12）。

協定校からは特別研究生を毎年受け入れている（資料 D-1-2-8）（K51）。このように外国か

ら多くの留学生を受け入れていることもあり、大学院学生に対して教務関係などをアナウ

ンスする場合は、日本語に加えて英語でのアナウンスも行っている（資料 D-1-2-9）。 日

本人学生に対しても IJEP への参加を促し（資料 D-1-2-10）、毎年日本人学生が留学生と一

緒に受講している（資料 D-1-2-11）。JASSO 等に申請・採択されることで資金を調達し、海

外への短期留学の支援を行っている（資料 D-1-2-12、D-1-2-13）。また、国際会議や海外

インターンシップへの参加に対しても支援を行っている（資料 D-1-2-9、D-1-2-14、D-1-

2-15）。国際会議参加に関しては、指導教員の研究費からの支援もあることから、多くの学

生が国際会議での発表を経験している（資料 D-1-2-14）。毎年、海外協定校との連携によ

り、学生が自ら運営する国際学生会議(ICAST)の開催を行っている(資料 D-1-1-8)（K6、51）。 

 研究者の交流としては、多くの大学と交流協定を締結し（資料 D-1-2-16）、教員や学生

の交流、および共同研究を行っている。さらに、外国人客員研究員として様々な国から研

究者を受け入れている（資料 D-1-2-17）。これ以外にも、シンポジウムやセミナーにおけ

る講演、および共同研究のために各教員が外国人研究者を招聘しており、活発な交流を行

っている。特筆すべきは、平成 20 年度からのグローバル COE プログラム「衝撃エネルギ

ー工学グローバル先導拠点」において、多くの海外研究機関とコンソーシアムを形成し、

グローバルな先導拠点として研究を推進すると共に、国際舞台で活躍できる人材の育成に

も力をいれてきた（資料 D-1-2-18）（K47、52）。 

 国際貢献では、JICA が行うベトナム国およびインドネシア国への技術協力事業に対して

中心的な役割を果たしている（資料 D-1-2-19、D-1-2-20、D-1-2-21、D-1-2-22、D-1-2-23）

（K54）。 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 英語で講義する専門教育科目が充実しつつあることで、IJEP で学位を取得するために入

学してくる留学生が増えてきている。多くの学生が海外インターンシップや国際会議への

参加、および短期留学を行うことで、国際的な感性を身につけている。また、グローバル

COE プログラムにおいては、先導的な研究をグローバルに展開し、その結果、パルスパワ

ー科学研究所設立につながった。国際貢献においても、JICA が推進する国際貢献事業に対

し積極的に協力している。 
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資料：D-1-2-1：附属総合科学技術共同教育センターにおいて海外より招聘した研究者の

講義一覧 
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（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

資料：D-1-2-2：国際共同教育プログラムにおける英語による教育体制 
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（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/ 

international_stud/international_joint.html]より抜粋）  

 

資料：D-1-2-3：専門授業科目のカテゴリー表示 

     
 （出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-

u.ac.jp/bbs/detail. php?id=436]より抜粋 

資料：D-1-2-4：英語で行う講義（カテゴリーⅢ）の数 

      

http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/bbs/detail.%81%40php?id=436
http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/bbs/detail.%81%40php?id=436
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（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

 

 

資料：D-1-2-5：自然科学研究科に留学を希望する学生への支援体制のアナウンス 

    

 

（出典：自然科学研究科ホームページ[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/en/ 

international_stud/services_for_international.html]より抜粋） 
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資料：D-1-2-6：自然科学研究科に在籍する留学生数 

 
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

 

資料：D-1-2-7：PEACE：アフガニスタン未来への架け橋・中核人材育成プロジェクトによ

り入学した留学生数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

 

資料：D-1-2-8：協定校からの特別研究学生の受け入れ 

 
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 
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資料：D-1-2-9：海外インターンシップおよび国際会議参加支援の案内 

 （日本人学生向け） 

  
 

 （留学生向け） 

  
 

（出典：平成 26 年 9 月 2 日自然科学系事務 U-プロジェクト支援室からのメール）   
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資料：D-1-2-10：IJEP への日本人学生参加募集 

 （出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 
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資料：D-1-2-11：IJEP に参加した日本人学生数 

 
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

 

資料：D-1-2-12：IJEP 海外派遣プログラム希望者募集（日本人対象）の案内 

  
 

（出典：平成 26 年 4 月 14 日自然科学研究科教務担当からのメール）  

 

 

 

資料：D-1-2-13：IJEP 海外派遣プログラムに参加した日本人学生数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 
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資料：D-1-2-14：学生の国際会議発表件数 

 

（出典：TSUBAKI の情報を各教員が確認し集計）       

 

 

 

資料：D-1-2-15：学生の海外インターンシップ参加件数 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

 

資料：D-1-2-16：自然科学研究科が責任部局の一つになっている交流協定校一覧 

 
（出典：自然科学研究科研究支援担当資料より抜粋） 
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資料：D-1-2-17：外国人客員研究員の受入状況 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 
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資料：D-1-2-18：グローバル COE プログラム「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠

点」の活動実績 

    

（出典：平成 25 年 9 月 30 日発行の News Letter [http://ppe.coe.kumamoto-u.ac.jp/ 

pdf/newsletter_no16_jp.pdf]より抜粋） 
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資料：D-1-2-19：独立行政法人国際協力機構（JICA）がベトナム国に対して行った国際貢

献事業 

  

（出典：独立行政法国際協力機構(JICA)ホームページ[http://www.jica.go.jp/oda/ 

project/0800253/]より抜粋） 

 

 

 

資料：D-1-2-20：熊本大学より提出されたベトナム国に対して行った JICA 国際貢献事業

の報告書（表紙） 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科研究支援担当資料） 
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資料：D-1-2-21：独立行政法人 国際協力機構（JICA）がインドネシア国に対して行った

国際貢献事業 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

（出典：独立行政法国際協力機構(JICA)ホームページ[http://www.jica.go.jp/oda 

/project/1000125/]より抜粋） 

 

 

 

 

資料：D-1-2-22：熊本大学より提出されたインドネシア国に対して行った JICA 国際貢献

事業の報告書（表紙） 

            

 （出典：自然科学研究科研究支援担当資料） 
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資料：D-1-2-23：JICA 国際貢献事業において自然科学研究科で受け入れた対象国の研究

者および学生の数と自然科学研究科から派遣された教員数 

 

（出典：自然科学研究科研究支援担当資料より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点 活動の実績及び学生・研究者の満足度から判断して活動の成果があがっているか。 

（観点に係る状況） 

 資料 D-1-3-1 に示すように、博士前期課程、博士後期課程とも多くの留学生は着実に学

位を取得している。博士前期課程の留学生については、学位取得後さらに研鑽を積み、よ

り高度な知識と技術を修得するために博士後期課程に入学する者が数多くいる（資料 D-1-

3-2）。博士後期課程の留学生の進路については、大学等の教職のポストを得ることができ

た者が数多くいる（資料 D-1-3-2）（K6）。また、自然科学研究科で身につけた技術を生か

すことができる企業に就職できたものも多い（資料 D-1-3-2）。帰国した留学生に対してイ

ンタビューを行ったところ（資料 D-1-3-3）、教育・研究については概ね満足しているよう

である。特に、事務職員の対応については、英語でしっかり対応していることが高い評価

を得ている。チューターなどの支援体制についても概ね満足しているようである。ただ、

講義によっては日本語のみのものがあり、受講できなかった科目があったとの不満もある。

また、日本人学生と留学生の間のコミュニケーションについては研究室間で異なるようで、

満足、不満の両意見がある。研究室によっては日本人学生が留学生と会話しないところも

あったようである。そのような場合は、グローバルな感性を備えた人材の育成の観点から

も、教員が積極的に留学生と会話するように日本人学生に指導する必要がある。 

 海外インターンシップに参加した学生の報告書からもわかるように、海外での活動の経

験が学生にとって大きな自信になっている（資料 D-1-3-4）（K6）。海外インターンシップ

や国際会議参加のための支援がグローバルな感性を持った人材の育成に効果的であること

が窺える。国際会議での発表件数をみると、多くの学生が毎年発表している（資料 D-1-2-

7）。このことから、研究指導のみならずグローバルな感性を持った人材の育成についても

一定の成果があがっていると考えられる。 

 特筆すべきこととして、グローバル COE プログラムにおける教育体制が世界的に認めら

れ、平成 25年に優れた大学院教育に対して授与される IEEE Kirchmayer Graduate Teaching 

Award が拠点リーダーである秋山教授に授与されたことが挙げられる（資料 D-1-3-5）。  

 

 

（水準） 
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期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 多くの留学生は着実に学位を取得し、卒業後に行ったインタビューにおいても概ね満足

しているようであった。海外インターンシップ報告書から、海外での経験により国際的感

性を十分に培ってきたことが窺える。グローバル COE プログラムにおける教育体制が世界

的に認められた。この教育体制を自然科学研究科全体に広げる方策を今後検討すべきであ

ろう。 

 

 

 

資料：D-1-3-1：留学生の学位取得状況 

 
（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

 

 

資料：D-1-3-2：留学生の学位取得後の進路 

（博士前期課程） 

 

（博士後期課程） 

 

（出典：SOSEKI より抽出） 
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資料：D-1-3-3：学位を取得して帰国した留学生へのインタビュー 
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 （出典：自然科学研究科教務担当資料） 
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資料：D-1-3-4：海外インターンシップ報告書（例） 

 

（出典：自然科学研究科教務担当資料より抜粋） 

 

 

資料：D-1-3-5：大学院教育の国際評価 

                 

（出典：平成 25 年 9 月 30 日発行の News Letter [http://ppe.coe.kumamoto-u.ac.jp/ 

pdf/newsletter_no16_jp.pdf]より抜粋）        
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観点 改善のための取り組みが行われているか。  

（観点に係る状況） 

 卒業した留学生へのインタビューにあったように、講義によっては英語に対応していな

い科目があったとの不満があった。英語で講義を行うカテゴリーⅢの科目数は、平成 21 年

度で博士前期課程 8 科目、博士後期課程 22 科目であったが、平成 25 年度では博士前期課

程 58 科目、博士後期課程 66 科目と多くなった（資料 D-1-2-4）（K51）。 

 平成 20 年度のグローバル COE プログラム「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」

が平成 24 年度に終了し、パルスパワー科学研究所が設置された。このプログラムに続く先

導的な研究拠点を形成するために、平成 25 年度から自然科学研究科教員に対して研究コ

アの募集を行い、国際的な展開が期待できる研究領域に自然科学研究科長裁量経費から支

援を始めた（資料 D-1-4-1、D-1-4-2）（K47）。 

 JICA の国際貢献事業への協力では毎年 JICA の評価を受け（資料 D-1-4-3）、必要に応じ

て評価に沿って改善している。 

 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 カテゴリーⅢの科目数を増やすための自助努力を行っている。 

 グローバル COE プログラム「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」に続く先導的

な研究領域が形成されつつある。 

 国際貢献は、JICA の評価を受けながら順調にミッションをやり遂げている。 

 

 

 

資料：D-1-4-1： 研究コア募集 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科研究支援担当資料より抜粋） 
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資料：D-1-4-2： 平成 25 年度研究コア採択状況 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科研究支援担当資料より抜粋、改変） 

 

 

資料：D-1-4-3： JICA より熊本大学に提出された「インドネシア国スラバヤ工科大学情

報技術高等人材育成計画プロジェクト」評価書 

 

 

          
  （出典：自然科学研究科研究支援担当資料） 
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４． 質の向上度の分析及び判定  

 

分析項目Ⅰ 目的に照らして、国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。  

 

 第一期中期目標期間終了時点と比較して重要な質の変化があったと判断できることとし

て、教育面では、IJEP において全て英語で講義する専門教育科目数を増やし IJEP に入学

した留学生への教育体制が充実したこと（資料 D-1-2-4）、および第二期中期目標期間中に

海外の４大学とダブルディグリー合意文書を締結したこと（資料 D-1-1-12）が挙げられる。

また、グローバル COE プログラム「衝撃エネルギー工学グローバル先導拠点」における若

手育成が世界的に認められ、大学院教育に対して授与される IEEE Kirchmayer Graduate 

Teaching Award が拠点リーダーの秋山教授に授与されたことは特筆すべき点であろう（資

料 D-1-3-5）。国際貢献では、ホーチミン国とインドネシア国に対して行っている教育研究

能力向上のための支援が順調に進んでいる（資料 D-1-4-3）。以上のことから、「改善、向

上している」と判断した。 
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Ⅵ 男女共同参画に関する自己評価書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



熊本大学自然科学研究科 

 

 
113 

１．男女共同参画の目的と特徴  

（目的）  

 熊本大学では、「男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわ

りなくその個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会」の実現を目指

し、平成 19 年に「男女共同参画推進基本計画」を策定した。自然科学研究科では、この

基本計画に掲げる事項の推進を図るために、「Ⅰ．男女の機会均等の実現」および「Ⅱ．

男女共同参画を推進するための啓発活動」を基本方針とし、以下に掲げる事項の遂行・達

成を目標とした。  

Ⅰ．男女の機会均等の実現  

 自然科学研究科において、平成 21 年の段階で女性教員数は 3.5％と非常に低い割合で

あった。そのため、女性教員の割合を高くする為に女性教員を積極的に採用する取り組み

を行う。その一環として、教員公募には男女共同参画を推進していることを明記し、業績

評価においては、出産、育児、介護への従事等や男女共同参画に関わる取り組みへの貢献

を考慮する。また、将来の女性研究者を担う博士後期課程の女性大学院生の増加を図るた

めに、様々な優遇処置を検討する。  

Ⅱ．男女共同参画を推進するための啓発活動  

 人数的に少ない女性教員が不安を抱えることなく教育研究に従事できるように女性教員

間のネットワークを構築する。また、男女共同参画に関わる実態・要望を把握する目的

と、女性大学院生に教育者・研究者としての大学教員の魅力を伝え、教育・研究者として

の進路選択を啓発させる目的で、女性教員と女性大学院生の懇談会を定期的に行う。ま

た、女性研究者の特別講演会や男女共同参画関連のセミナーやシンポジウムを通して、教

職員に男女共同参画推進に関する啓発を行う。  

 

（特徴）  

 女性教員の割合を高くするという目標を達成するため、平成 22 年度に科学技術振興調

整費（平成 23 年度より科学技術戦略推進費）女性研究者養成システム改革加速「バッフ

ァリングによる女性研究者養成の加速」を申請し、採択された。本プロジェクトは、女性

教員を計画的に採用できるようにする目的で、今後教員の定年退職等に伴って生じる空席

を柔軟に運営できるように全学措置席（女性研究者用バッファ席）を準備し、採用した女

性研究者を３年間この全学措置席に配置するというものである。採用した女性研究者には

研究費、研究スペース等の面での支援を行い、メンター教員の支援のもと、自立した環境

での活発な研究を支援するということが本取り組みの特徴である。 

 次世代を担う女子中高生の理系進路選択意識の向上を目的として、「夢創り応援プロジ

ェクト for ガールズ」を開催している。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

①新規採用女性教員：研究費や研究スペースの支援、およびメンター教員のサポートによ

り、不安を抱えることなく教育・研究に専念することができる。 

②既在籍女性教職員：女性教員の割合が増加することにより女性教職員間のネットワーク

が広がることで、種々問題を共有できる仲間の輪が広がると共に、男女共同参画推進のた

めの取り組みにも新たな展開が期待できる。 

③男性教職員：女性教員の割合が高くなること、および男女共同参画に関する種々のシン

ポジウムやセミナーの開催により、男女共同参画事業の真の目的と必要性を認識するよう

になる。  

④女子中高生およびその保護者：講演会や体験学習による啓発活動により、理系進路選択

を意識するようになる。  
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２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】 

 「バッファリングによる女性研究者養成の加速」プログラムにおける年度計画に基づ

き、職位を問わない女性限定の公募を実施し、平成 22 年度から平成 25 年度までに准教授

５名、助教５名の女性教員を新規に採用した。新規採用の 10 名中５名が准教授での採用

であった。また、この期間に既在職女性教員で１名が教授に、１名が准教授に昇任し、上

位職位の女性教員の割合が着実に高くなってきている。 

 女性教員間のネットワーク構築は既に完了した。女性大学院生を交えた懇談会として毎

年 Women in Science を開催している。 

 女子中高生の啓発活動は、平成 21 年度に本研究科教員を中心として全学から JST に申

請した「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」が採択されたことから始まっている。

平成 22 年度から生命科学研究部保健学科教員を中心とした体制となったが、本研究科も

一緒に前年通りの活動を展開し、26 年度は本研究科を中心とした体制で活動を行うことに

なっている。平成 23 年度と平成 24 年度は JST からの支援を受けることができなかったが、

本事業の重要性から、規模を縮小しながらも継続して活動を続けている所が優れている点

であると判断する。 

 

【改善を要する点】 

 これまでの女性教員採用および支援に関する取り組みは「バッファリングによる女性研

究者養成の加速」事業による予算措置により成されてきた。この事業は平成 26 年度までで

ある。平成 25 年度および平成 26 年度採用の女性教員については、それぞれ平成 27 年度

と平成 28 年度まで全学措置席（バッファ席）での採用となり、支援体制はこれまで同様継

続される。しかし、スキルアップ支援等の取り組みについては、予算的な問題もあり、こ

れまでと同じように継続することは困難であると思われる。本事業の主旨を定着させ、男

女共同参画を推進していくための新たな取り組みを構築する必要がある。 

 

 

 

３．観点ごとの分析及び判定 

分析項目Ⅰ目的に照らして、男女共同参画に向けた活動が適切に行われ、成果を上げてい

ること 

観点 目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方針が定められ

ているか。また、これらの目的と計画が広く公表されているか。 

（観点に係る状況） 

 平成 19 年３月 26 日に策定された熊本大学男女共同参画推進基本計画（資料 E-1-1-1）

に掲げる事項の推進を図るために、自然科学研究科としての基本方針、および目標事項を

定めている（資料 E-1-1-2）。目標達成のための一環として平成 22 年度に科学振興調整費

事業「女性研究者養成システム改革加速プログラム」に申請し、「バッファリングによる女

性研究者養成の加速」という課題で採択された（資料 E-1-1-3）。この事業は、平成 26 年

度までに自然科学研究科において 13 名の女性教員を優先的に採用し、この新規養成女性

研究者に対し研究費等の支援を行うことで早期のキャリアアップを実現するというもので

ある（K40）。本事業内容については、自然科学研究科ホームページで公表している（資料

E-1-1-4）。また、教員公募を行う際には、男女共同参画社会基本法の精神に則り、適正に

選考すること、および出産、育児、介護に専念した期間について考慮することを明記して

いる（資料 E-1-1-5）。 

 平成 21 年度から「サイエンス・プロジェクト for 九州ガールズ」として始めた女子中

高校生の理系進路選択支援活動を現在も「夢創り応援プロジェクト for ガールズ」と名前
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を変えて継続している。熊本県内の女子中高生に事業内容を周知するために、自然科学研

究科ホームページ（資料 E-1-1-6）で公表するとともに、中学校、高等学校にパンフレッ

ト（資料 E-1-1-7）を配布して積極的な参加を呼びかけている。 

 

（水準） 

期待される水準を上回る。 

 

（判断理由） 

 自然科学研究科の基本方針の中に「女性教員の割合を高くする為に女性教員を積極的に

採用する取り組みを行う」ことを掲げている。この具体的な取り組みとして「バッファリ

ングによる女性研究者養成の加速」プロジェクトを立ち上げた。また、将来の女性教員候

補となりうる女子中高生に対し、理系進路選択支援活動を継続して行っている。 

 

 

 

資料：E-1-1-1  熊本大学男女共同参画推進基本計画  

           

 

（出典：熊本大学ホームページ[http://gender.kumamoto-u.ac.jp/careerpath/ 

kihongaiyouzu.pdf]より抜粋）  

 



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅰ 

 

 
116 

資料：E-1-1-2  自然科学研究科における男女共同参画事業の取り組み  

 

（ 出 典 ： 熊 本 大 学 ホ ー ム ペ ー ジ [http://gender.kumamoto-u.ac.jp/activities/files/ 

file06.pdf]より抜粋）     
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資料：E-1-1-3 平成 22 年度科学振興調整費事業「女性研究者養成システム改革加速

プログラム」採択課題「バッファリングによる女性研究者養成の加速」 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：JST ホームページプログラム概要「バッファリングによる女性研究者養成の加速」

平成 22 年度実施計画 [http://scfdb.tokyo.jst.go.jp/pdf/20101270/2010/201012702010 

pp.pdf] より抜粋）  
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資料：E-1-1-4 自然科学研究科 HP「バッファリングによる女性研究者養成の加速」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科ホームページ「バッファリングによる女性研究者養成の加速」

[http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/kasoku/index.html]より抜粋）  
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資料：E-1-1-5 平成 22 年度 公募要領 

 

（出典：自然科学研究科人事係資料より抜粋）  

 

 

 

 

 

資料：E-1-1-6 夢創り応援プロジェクト for ガールズのホームページ  

  

 

（出典：熊本大学ホームページ [http://www.girls.kumamoto-u.ac.jp]より抜粋） 
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資料：E-1-1-7 夢創り応援プロジェクト for ガールズのパンフレット  

  

（出典：JST 女子中高生の理系進路選択支援プログラム実行委員会より提供）            
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観点 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

（観点に係る状況） 

 「バッファリングによる女性研究者養成の加速」に掲げた目標に従い、平成 22 年度には

助教２名、平成 23 年度には准教授２名、助教１名、平成 24 年度には准教授２名、助教２

名、平成 25 年度には准教授１名、平成 26 年度現在までに助教１名の女性教員を採用した

（資料 E-1-2-1）（K40）。この中で、５名を准教授として採用した（K73）。平成 26 年度中

にもう 2 名の女性教員を採用する予定である。新規養成女性研究者への支援の一環として、

１人あたり 150 万円のスタートアップ研究費を支給し、その後２年間は年間 100 万円の研

究費を支給してきた（資料 E-1-2-2、E-1-2-3、E-1-2-4、E-1-2-5、E-1-2-6、E-1-2-7）。こ

の研究費以外に、スキルアップ経費（論文校閲費や会議参加費など）の支援を行った。新

規養成女性研究者には３名のメンター教員をつけて支援を行う体制を構築し、メンター会

議での情報交換を行っている（資料 E-1-2-8）。また、新規養成女性研究者が出産・育児の

為に休職する際には、その期間研究補助者を雇用する制度も設けている。平成 25 年度まで

はこの制度を利用する者はいなかった。毎年シンポジウム（資料 E-1-2-9）や女性教員と

女子学生の懇話会（Women in Science）（資料 E-1-2-10）を開催し、女性教員間のコミュ

ニケーションの場の提供と女子学生が就職を考えて行くための一助としている。 

 「夢創り応援プロジェクト for ガールズ」では、女子中高生を対象に、在学中の理工系

女子大学生による講演会（資料 E-1-2-11）、理工系企業の女子技術者・研究者の講演会（E-

1-2-12）、体験学習合宿（E-1-2-13）、進路相談会（資料 E-1-2-14）を通して、理系の女性

ロールモデルとの出会いの場を提供するとともに、理系の面白さ・興味を喚起し、理系進

路選択意識を向上させる努力をしている。このプログラムは平成 21 年度に JST の「女子

中高生の理系進路選択支援プログラム」に採択されて始まったものである。平成 23 年度と

24 年度には採択されなかったものの、生命科学研究部保健学科との共同で女性ロールモデ

ルとの出会いの場の提供等（資料 E-1-2-15）、可能な範囲でプログラムを継続してきた。 

 

（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

 これまでのところ、「バッファリングによる女性研究者養成の加速」プロジェクト計画

にほぼ沿った形で女性教員を採用できている。このプロジェクト以外でも、この期間に既

在職女性教員で１名が教授に、１名が准教授に昇任し、上位職位の女性教員の割合が着実

に高くなってきている。また、女子中高生に対して様々な理系進路選択支援活動を展開し

ている。 
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資料：E-1-2-1 新規養成女性研究者採用状況 

     

（出典：平成 26 年度 第 1 回プロジェクト実施委員会資料より抜粋） 

 

 

 

 

資料：E-1-2-2 「バッファリングによる女性研究者養成の加速」プロジェクト実施内容  

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 出 典 ： 自 然 科 学 研 究 科 ホ ー ム ペ ー ジ [http://www.gsst.kumamoto-u.ac.jp/kasoku/ 

pages01.html] より抜粋） 
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資料：E-1-2-3 平成２２年度計画と実施状況  

 

（出典：平成 25 年度 JST への報告書より抜粋） 

 

 

 

 

 

資料：E-1-2-4 平成２３年度計画と実施状況  

 

（出典：平成 25 年度 JST への報告書より抜粋） 
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資料：E-1-2-5 平成２４年度計画と実施状況  

 

（出典：平成 25 年度 JST への報告書より抜粋） 

 

 

 

 

 

資料：E-1-2-6 平成２５年度と平成２６年度の計画 

 

（出典：平成 25 年度 JST への報告書より抜粋） 
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資料：E-1-2-7 JST への平成２５年度事業結果説明 

 

（出典：自然科学研究科研究支援担当資料）  

 

 

 

 

 

資料：E-1-2-8 平成２５年度メンター会議議事録  

 

 （出典：自然科学研究科研究支援担当資料より抜粋）  
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資料：E-1-2-9 シンポジウムポスター 

         

（出典：自然科学研究科研究支援担当資料）  
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資料：E-1-2-10 Wemen in Science ポスター  

  

          

（出典：自然科学研究科研究支援担当資料）  
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資料：E-1-2-11 中高生向けの女子大生による講演会 

        

（出典：平成 25 年度 JST「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」成果報告書より抜

粋） 
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資料：E-1-2-12 理工系企業の女子技術者・研究者の講演会 

         

（出典：平成 25 年度 JST「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」成果報告書より抜

粋） 
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資料：E-1-2-13 女子中高生対象体験実習 

           

（出典：平成 25 年度 JST「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」成果報告書より抜

粋） 
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資料：E-1-2-14 進路指導相談会 

         

（出典：平成 25 年度 JST「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」成果報告書より抜

粋） 
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資料：E-1-2-15 平成２３年度開催 中高生向けの女子大生による講演会 

    

（出典：熊本大学 HP [http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/kouhou/ 

pressrelease/2011_file/release111031_2.pdf]より抜粋   

http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/%81%40kouhou/%81%40pressrelease/2011_file/release111031_2.pdf
http://www.kumamoto-u.ac.jp/daigakujouhou/%81%40kouhou/%81%40pressrelease/2011_file/release111031_2.pdf
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観点 活動の実績及び学生・研究者の満足度から判断して、活動の成果があがっているか。  

（観点に係る状況）  

 「バッファリングによる女性研究者養成の加速」に掲げた目標に従い女性教員を優先的

に採用した結果、当初自然科学研究科の女性教員比率が 3.5%であったのが、平成 25 年５

月１日現在で 7.7％を達成し、本事業が終了する平成 26 年度末での目標値 8.5％を達成す

るのは間違いない状況である（資料 E-1-3-1）（K40）。多くの新規養成女性研究者が着実に

論文発表を行い、また、外部研究資金を獲得している（資料 E-1-3-2）。新規養成女性研究

者スキルアップを目的とした取り組みについては、平成 24 年にリンクサイエンスが開催

した「英語での効果的な研究プレゼンテーションのコツと技法ワークショップ」へ１名の

新規養成女性研究者を派遣した（資料 E-1-3-3）。 

 「夢創り応援プロジェクト for ガールズ」で行った各事業活動については、アンケート

結果（資料 E-1-3-4、E-1-3-5）や新聞記事（資料 E-1-3-6）から、参加した女子中高生に

とって有意義で満足いくものであったことが窺える。 

 

（水準）  

期待される水準を上回る。  

 

（判断理由）  

 採用した女性教員の活発な活動実績から、研究費、研究スペース等を含む自立した環境

での活発な研究を支援するという本取り組みがうまく機能していることが窺える。また、

女子中高生へのアンケート結果から、理系進路選択支援活動の目的を達成できていること

が窺えた。  

 

 

 

 

資料：E-1-3-1 新規養成女性研究者採用による女性教員数の推移 

                        

（出典：平成 25 年度現地訪問調査[平成 26 年 2 月 21 日]資料より抜粋）          
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資料：E-1-3-2 新規養成女性研究者の研究活動実績 

    

（出典：平成 25 年度現地訪問調査[平成 26 年 2 月 21 日]資料より抜粋） 

 

資料：E-1-3-3 英語での効果的な研究プレゼンテーションのコツと技法ワークショップ

の案内  

 

    

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：リンクサイエンスのホームページ[http://www.lincscience.com/ws_presen]より

抜粋） 

    



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅰ 

 

 
135 

資料：E-1-3-4 アンケート結果（1） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 25 年度 JST「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」成果報告書より抜

粋） 
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資料：E-1-3-5 アンケート結果（2）  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 25 年度 JST「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」成果報告書より抜

粋） 
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資料：E-1-3-6 新聞記事  

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 25 年度 JST「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」成果報告書より抜

粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点 改善のための取組が行われているか。  

（観点に係る状況） 

 「バッファリングによる女性研究者養成の加速」事業は平成 22 年度から平成 24 年度ま

での３年間の事業実績について JST による中間評価を受け、総合評価 A（初期の計画と同

等の取組が行われている）の評価を受けた（資料 E-1-4-1）。平成 24 年度と平成 25 年度

には、外部委員を加えた評価委員会を開催した（資料 E-1-4-2、E-1-4-3）。平成 24 年度

の評価委員会において、外部委員から評価委員会委員に学内の文系部局などの委員を加え

るように要請があったため、平成 25 年度の評価委員会では、埋蔵文化財調査センター

長・教授を加えて評価委員会を実施した（資料 E-1-4-3）。 

 「夢創り応援プロジェクト for ガールズ」プログラムについては、平成 25 年度までの

取り組みを検証し、平成 26 年度の体験実習の中にプラスチック製造体験と河川環境調査

を新たに加えた（資料 E-1-4-4）。 

 

（水準）  

期待される水準にある。  

 

（判断理由）  

「バッファリングによる女性研究者養成の加速」プロジェクトでは評価委員会を設け、委

員会からの指示に従って改善を行っている。また、理系進路選択支援活動では、アンケー

ト結果や毎回の取り組みに対して行った検証をもとに、活動内容の改善を行っている。  
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資料：E-1-4-1 JST による中間評価結果  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：自然科学研究科研究支援担当資料）  

 

 

 

    

資料：E-1-4-2 平成 24 年度評価委員会  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 25 年度現地訪問調査[平成 26 年 2 月 21 日]資料より抜粋）  
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資料：E-1-4-3 平成２５年度評価委員会   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 25 年度現地訪問調査[平成 26 年 2 月 21 日]資料より抜粋） 

 

 

  

資料：E-1-4-4 平成２６年度 体験実習の内容 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 26 年版 配布チラシより一部抜粋）  
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４．質の向上度の分析及び判定  

 

（１） 分析項目 目的に照らして、男女共同参画に向けた活動が適切に行われ、成果を上

げていること。 

 

 自然科学研究科の基本方針である「女性教員の割合を高くする為の積極的な女性教員の

採用」を実現する取り組みとして平成 22 年度科学技術振興調整費に申請し採択された女

性研究者養成システム改革加速「バッファリングによる女性研究者養成の加速」により、

「重要な質の変化」を得ることができた。平成 25 年度までに５名の准教授と５名の助教

を採用したことにより、平成 21 年度時点での女性教員比率が 3.5%であったのが、7.7%

になった。また、自然科学研究科のもう一つの基本方針「男女共同参画を推進するための

啓発活動」の中に掲げた「女性教員間のネットワーク構築」は既に完了し、「女性大学院

生を交えた懇談会の開催」および「セミナーやシンポジウムの開催」も定期的に行ってい

る。更に，将来の女性教員候補である女子中高生を対象とした理系進路選択支援活動も継

続して行っている。以上のことから、「改善、向上している」と判断される。  
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Ⅶ 管理運営に関する自己評価書  
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１．管理運営の目的と特徴  

国立大学法人熊本大学法人規則を基本として、管理運営に関わる方針や学内規則が整備

されるとともに本研究科の管理運営においてもその方針や手続き、教職員の責務と権限が

明示され、管理運営体制が整備されている。平成 18 年度の大学院重点化により教員組織の

一元化が実施され、以降一元的運営がなされている。この大学院重点化に併せて改組が実

施され、自然科学研究科長を中心として研究・教育面での改革が進展し、管理運営面での

効率化を進められた。キャンパス内 LAN についても有線及び無線のネットワークが十分に

整備され、多様なサービスの提供に大きく貢献した。また、新棟や既存建物の改修を含め

関連施設の有効活用が進み、各施設の運用方針や利用方法などは学生、教職員に周知徹底

されている。図書に関してもディジタル化が進展しているがキャンパス内 LAN の整備に伴

い書籍管理の簡素化、重複購入の回避などの点でも時代にあった方法である。 

 

［想定する関係者とその期待］ 

1. 在職する教職員からは、安定かつ効率的な組織運営が期待されている。 

2. 在籍する大学院生およびその家族、入学を検討している各大学学部学生、さらには本研

究科修了者からは、入学から修了、さらに修了後も、継続的かつ組織的な対応が期待さ

れている。 

3. 各理工系分野の企業からは、資質を備えた学生の輩出に加え、継続的かつ組織的な連携

が期待されている。 

4. 共同研究等を行っている企業、研究機関、および地域社会から、継続的かつ組織的連携

が期待されている。 
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２．優れた点及び改善を要する点の抽出  

【優れた点】  

大学院重点化及び博士前・後期課程の再編成により自然科学研究科長を中心とした本研

究科の管理運営体制が強化され、長期的な見通しのもと、教育研究面での改革が進められ

ている。さらに、建物の改善により本研究科関連の施設の質は充分に高い水準にある。ま

た、LAN 環境の整備についても満足のいくものである。キャンパス内 LAN の整備を背景と

してディジタル化された論文誌の購読により、書籍管理の簡素化や重複購入の回避等が進

捗した。 

 

【改善を要する点】 

大学院重点化により教員組織は一元化されているが教授会組織をその効率的運用のため

本研究科教授会と基礎科学研究領域運営会議（理学系）、応用科学研究領域運営会議（工学

系）、先端科学研究領域運営委員会と分けて審議を分担することとなり、組織運営の効率化

は進んだが、従前に比べて理学系教員と工学系教員の交流の場が限定されている。施設面

では、極わずかではあるが飛び地的な施設が残存している。 

 

 

 

３．観点ごとの分析及び判定 

分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること 

観点 管理運営のための組織及び事務組織が、適切な規模と機能を持っているか。また、

危機管理等に係る体制が整備されているか。 

（観点に係る状況） 

 大学院重点化により、工学部及び理学部に所属する本研究科兼務教員はすべて本研究科

の所属となるとともにこの改組により 8 専攻からなる博士前期課程と５専攻からなる博士

後期課程により構成されることとなった（前掲資料：A-1-1-1-1：10 頁）。これに伴い管理

運営のための会議体とその審議事項等についても見直され、事務部も 7 つの担当からなる

自然科学系事務部として再編成された（資料：Z-1-1-1）。専任教員は 216 名、事務職員 42

名である。修了年限１年間の MOT 特別教育コースの設置、自然科学研究科附属総合科学技

術共同教育センター（GJEC）の設置を始め新規の組織的取組を行い、国内共同教育及び国

際共同教育を推進した。 

 工学系及び理学系の総務担当及び教務担当職員は国立大学法人熊本大学事務分掌規則に

従って総務及び教務企画事務を担当している（資料 Z-1-1-2）。また、工学系研究支援担当

及び理学系総務担当・経理担当により本研究科の研究支援事務を、工学系及び理学系の経

理担当により本研究科の経理事務を実施している（資料 Z-1-1-3）。また、大学院重点化に

併せ、自然科学研究科教員による研究科運営組織を再編成し、自然科学研究科長のリーダ

ーシップによる本研究科の運営を実施してきた。また、工学部及び理学部における各種委

員会との連携により、効率的な審議や業務の実施も可能としている（資料 Z-1-1-4）。 

 危機管理体制としては、本学危機管理規則に則り、不測の事態に素早く対応するための

緊急連絡系統図を整備している（資料 Z-1-1-5）。また、本学防火規則に則り、自衛消防団

を組織して防火体制を整え、定期的な防火訓練や安全・防火に関する確認作業を実施して

いる（資料 Z-1-1-6）。法令順守・研究者倫理・研究活動の不正防止等に関しては、各種説

明会において規則等の周知を図っている。また、生命倫理に関しては倫理員会規則に基づ

き研究者からの申請に対して厳正かつ慎重に審査を行っている（資料 Z-1-1-7）。さらに、

情報セキュリティ・個人情報保護に関しても、講習会やｅラーニンを活用した自己点検の

推進を研究科として取り組んでいる。(中期計画管理番号 K71, K72, K74, K75) 
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（水準） 

 期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 大学院重点化にあわせて大学院事務部と工学部事務部の一元化し、事務補佐員の雇用な

どにより管理運営業務の効率化を進めた。また、管理運営のための組織の審議事項等の見

直しにより、自然科学研究科長のリーダーシップのもとに効率的な管理運営が可能とした。

以上の事実から、管理運営のための組織や事務組織が適切に整備され、事務職員も適切に

配置されているといえる。 
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資料 Z-1-1-1 自然科学研究科概要：教員組織・事務組織  

 

出典：熊本大学事務組織図 (平成 25 年 4 月 1 日現在 )から抜粋  

 

 

 

 

資料 Z-1-1-2 国立大学法人熊本大学事務組織規則  

 

出典：国立大学法人熊本大学事務組織規則  ((平成 22 年 9 月 30 日規則第 144 号 )から抜粋  

 

 

 

 

 

資料  Z-1-1-3 自然科学系事務担当  
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出典：H25.5.20(自 )座席表  

 

 

 

 

資料 Z-1-1-4 平成 19 年度自然科学研究科各種委員会委員名簿  

 

出典：H26 年度大学院自然科学研究科各種委員会名簿から抜粋  

 

 

資料 Z-1-1-5 平成 25 年度自然科学研究科緊急系統図（一部）  

 

 

 

資料 Z-1-1-6 火災訓練、安全教育、安全・防火に関する確認作業の実施状況（概要）  

防火訓練・防火講習  平成 24 年 11 月 19 日 黒髪南キャンパス（隔年実施）  

平成 25 年 8 月 5 日  臨時防火講習実施  

安全教育  毎年：年度初めに研究室単位で実施  

 熊本市消防局作成の防火講習スライド利用  

（留学生担当のための英文スライドを含む）  

安全・防火に関する確認作業  年２回、学期はじめに研究室単位で実施し、記録を集約  

 

資料 Z-1-1-7 倫理委員会規則（抜粋）  
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観点 構成員（教職員及び学生）、その他学外関係者の管理運営に関する意見やニーズが

把握され、適切な形で管理運営に反映されているか。  

（観点に係る状況）  

 学生については、各学期末に授業改善のためのアンケートを実施し自然科学研究科にお

ける教育の改善に努めてきた（資料 Z-1-2-1, 前掲資料 A-1-1-1-38：25 頁）。またテニュ

アトラック教員への聞き取り調査の結果（資料 Z-1-2-2）およびその結果に基づく自己評

価点検を実施した（資料 Z-1-2-3）。構成委員としての教職員からの意見については、定例

の会議体等での把握に努めた。(中期計画管理番号 K74, K75, K82) 

 

 

（水準） 

 期待される水準を下回る。 

 

（判断理由） 

 学生アンケートによる学生のニーズの把握に努めているが教員、教職員や学外関係者の

ニーズを組織的に把握するための手立てが取られておらず、改善の必要がある。 
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資料：Z-1-2-1 授業改善のためのアンケート調査質問事項  

 

出典：授業改善ためのアンケート票から抜粋  

 

 

 

資料：Z-1-2-2 テニュアトラック教員に対する聞き取り調査  

 

 出典： 平成 26 年度中間評価調書から抜粋  

 

 

 

資料：Z-1-2-3 テニュアトラック普及定着事業 H26 年度中間評価調書  

 

出典： テニュアトラック普及定着事業 H26 年度中間評価調書から抜粋  
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観点 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研

修等、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取り組みが組織的に行われているか。 

（観点に係る状況）  

 学内外での研修会については全て電子メール等により教職員への周知を徹底し、研修会

への参加を組織的に推進してきた。特に、情報セキュリティ・個人情報保護に関しては全

学的に取り組みの進む e ラーニングシステムによる理解度の確認への参加を積極的に推進

してきた。また、ハラスメント対応・科研費獲得・研究不正防止等に関する研修は、広く

教職員が参加できるよう配慮している。さらに、事務職員についても教員と同様にその個

人活動評価が準備されている。 (中期計画管理番号 K74, K75, K82) 

 

（水準） 

 期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 管理運営に関わる研修会への事務職員の参加を積極的に促し、一定以上の実績がある。

一方、通常業務との関係から、必ずしも適宜・適切な参加を実現できない場合があり、さ

らなる改善が必要である。 

 

 

 

 

 

分析項目Ⅱ 活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとともに継続

的に改善するための体制が整備され、機能していること。 

観点 活動の総合的な状況について、根拠となる資料・データ等に基づいて、自己点検・

評価が行われているか。 

（観点に係る状況） 

 今回の組織評価をもって、自己点検とすることを想定している。組織評価のための情報

収集等を行う際、適宜関連する委員会等において自然科学研究科の活動にかかわる状況を

公開し自然科学研究科教員への周知を図った。(中期計画管理番号 K82, K83) 

 

（水準） 

 期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 今回の組織評価が、全学で定められた６年ごとに組織評価に対応する。このため、今中

期計画期間中に自然科学研究科全体での包括的自己点検評価を行うことは、今回がはじめ

てである。今回の組織評価の実施を契機に、本研究科の活動の総合的な状況を評価するた

めの資料やデータの蓄積をより組織的・系統的に進める必要がある。 

 



熊本大学自然科学研究科 分析項目Ⅱ・Ⅲ 

 

 
150 

観点 活動の状況について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による評価が行われ

ているか。  

（観点に係る状況）  

平成 21 年度に（独）大学評価・学位授与機構『大学機関別認証評価』を受検した。また、

今後本自己点検による組織評価を踏まえて、法人評価や認証評価が予定されており、継続

的な外部評価が実施される。(中期計画管理番号 K82, K83) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 自己点検による組織評価を踏まえて、今後法人評価や認証評価が予定されており、定期

的に外部者による評価検証が継続されると判断できる。 

 

 

 

 

観点 評価結果がフィードバックされ、改善のための取り組みが行われているか。  

（観点に係る状況） 

 平成 21 年度に（独）大学評価・学位授与機構『大学機関別認証評価』における H21 認証

評価自己点検評価報告書では“基準 11（管理運営）を満たしている。“と評価されており、

それまでの取組を継続的に実施して、自己点検評価の実施とその結果に基づく改善の取り

組みを継続している。また、自己評価点検に対応するための組織評価要領および実施体制

（資料 Z-2-1-1, Z-2-1-2）が定められている。(中期計画管理番号 K82, K83) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 今回の組織評価のために自然科学研究科における自己評価点検体制が整備されており、

今後は継続的に自己点検評価と問題点の把握と改善が進められると判断される。 

 

 

 

資料  Z-2-1-1 自然科学研究科における組織評価実施要領  

 

出典： 自然科学研究科における組織評価実施要領から抜粋  
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資料  Z-2-1-2 自然科学研究科における組織評価実施要領  

 

出典： 自然科学研究科における組織評価実施要領別表１  
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分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説明責任

が果たされていること。（教育情報の公表）  

観点 目的（学士課程であれば学部、学科または課程ごと、大学院であれば研究科また

は専攻等ごとを含む。）が適切に公表されるとともに、構成員（教職員及び学生）に周知

されているか。  

（観点に係る状況）  

大学院としての教育目的・目標は、印刷物のみならず自然科学研究科の WEB ページ「教

育・研究目的・目標」に公開し、教職員および学生に周知している（前掲資料：C-1-1-1）。

(中期計画管理番号 K84, K85) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 自然科学研究科 WEB ページにおいて公開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点 入学者受入方針、教育課程の編成・実施方針及び学位授与方針が適切に公表・周

知されているか。 

（観点に係る状況） 

前期課程・後期課程の各専攻においてアドミッションポリシーおよび教育課程の目的・

目標・編成を WEB ページで公開している（前掲資料：A-1-1-1-20,21, 22）。また、自然科

学研究科として統一された学位申請（課程博士）手続きおよび学位細則についても、WEB ペ

ージで公開している（前掲資料 A-1-1-2-2）。大学院 WEB ページは、年間を通じ月平均 30

万回程度アクセスされており、その公開の度合いは高い（資料 Z-2-3-2）。(中期計画管理

番号 K84, K85) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

アドミッションポリシー、教育課程の目的・目標・編成、学位申請（課程博士）手続き

および学位細則は、WEB 公開済みである。 
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資料  Z-3-2-2 自然科学研究科 WEB ページアクセス回数  

 

出典： 自然科学研究科 WEB ページアクセス LOG（2013/4～2014/3）  

 

 

 

 

 

観点 教育研究活動等についての情報（学校教育法施行規則第 172 条に規定される事項

を含む。）が公表されているか。  

（観点に係る状況）  

本学 WEB ページ「教育情報の公表」において、自然科学研究科に関連する教育研究活動

等に関する情報が公開されている（資料 Z-2-3-1）。(中期計画管理番号 K84) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

教育研究活動等についての情報は、WEB ページにて公開済みである。 

 

 

 

資料  Z-2-3-1 「教育情報の公表」Web ページ  

 

 出典 熊本大学 WEB ページ「教育情報の公開」から抜粋  
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分析項目Ⅳ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効に活用

されていること。（施設・設備）  

 

観点 教育研究活動を展開する上で必要な施設・設備が整備され、有効に活用されてい

るか。また、施設・設備における耐震化、バリアフリー化、安全・防犯面について、そ

れぞれ配慮がなされているか。  

（観点に係る状況）  

 自然科学研究科は、充分な講義室、各専攻の研究室・実験室・演習室、情報処理室を備

えている（資料：Z-4-1-1）。また、全学の施設として総合情報基盤センターの管理する情

報機器を備えた教室（資料 Z-4-1-2）や、CALL センターや附属図書館が広く公開されてお

り、一部施設は平日 21:30 まで利用可能である（資料：Z-4-2-3）。自然科学研究科が使用

する中高層棟ではすべてエレベータやスロープが整備されているとともに車椅子用トイレ

の設備も一部の建物を除いて完了している。(中期計画管理番号 K81, K86, K87, K89, K90) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 全学的に施設、設備及び面積において良好な学習環境が整備されていると判断する。 

 

 

 

 

資料  Z-4-1-1 自然科学研究科の建物面積  

 

出典： 熊本大学ホームページ大学情報・施設状況から抜粋  

 

 

 

資料  Z-4-1-2 黒髪南地区で学生が利用可能な ICT 機器一覧  

 

出典：総合情報基盤センター2012 年度報告書「総合情報基盤センターサービスについて」

より抜粋  
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観点 教育研究活動を展開する上で必要な ICT 環境が整備され、有効に活用されている

か。  

（観点に係る状況）  

 自然科学研究科のある黒髪南キャンパスでは無線 LAN アクセスポイントが 155 か所設置

されており、ほぼすべての建物で学内 LAN にアクセス可能である（資料：Z-4-2-1）。有線

の情報ネットワークに関しては、主要建物間は 10Gbps の光ケーブルで接続され、建物内の

研究室や講義室にも 1Gbps または 100Mbps の LAN が整備されている。 

学内 LAN の利用を高いセキュリティーレベルを維持しつつ活用するため、ウィルス対策

ソフトを含むソフトウェアの提供や、各種マニュアルを総合情報基盤センターがウェブペ

ージで公開している（資料：Z-4-2-2）。 

黒髪南キャンパスに配置されているコンピュータ実習室は、総合情報基盤センター(154

台)、工学部 9 号館 911 教室(109 台)、理学部４号館(41 台)に設置されており、いずれも光

ケーブルにより学内 LAN に接続されている（資料：Z-4-2-3）。(中期計画管理番号 K89, K90) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 ウィルス対策ソフトを含むソフトウェアの提供等、高い水準のセキュリティの下、学生

の教育で必要とされる広帯域学内 LAN が整備されている。しかし、利用者の ICT 環境への

要求が急速に高まることが想定されることから、定期的に学生・教職員を中心とした利用

者の満足度の把握は、ICT 環境の更なる効率的運用と教育研究環境の高い水準での維持の

ために不可欠であり、この点は今後の課題である。 
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資料  Z-4-2-1 全学無線 LAN の黒髪南キャンパス基地局数  

       
出典：総合情報基盤センター提供資料から抜粋  

 

 

 

資料  Z-4-2-2 総合情報基盤センターサービス  

 

出典：総合情報基盤センター年次報告「総合情報基盤センターサービス」から抜粋  
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資料  Z-4-2-3 利用可能な学内施設  

 

出典： CALL が利用可能な学内施設から抜粋  

 

 

 

 

 

 

観点 図書館が整備され、図書、学術雑誌、視聴覚資料、その他の教育研究上必要な資

料が系統的に収集、整理されており、有効に活用されているか。  

（観点に係る状況）  

 自然科学研究科各専攻において所蔵する図書は、研究室単位で所蔵管理するものと、本

学附属図書館で集約している。特に、本学附属図書館では、ディジタル化された論文誌購

読サービスやオンライン検索サービスなど多様なサービスの提供が進められている（資料：

熊本大学附属図書館概要）。研究室で管理されている図書を含め、全学の図書を利活用する

ためのデータベースや図書館案内や利用の手引きが公開され、図書館利用のガイダンスな

ども整備されている。(中期計画管理番号 K89, K90) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 教育研究活動に不可欠な電子ジャーナル等は一定以上の水準で学内 LAN を通じて、すべ

ての学生・教員がアクセス可能である。特に、電子ジャーナル等の強力な検索機能は、極

めて高い需要がある。その一方、電子ジャーナル等の経費負担と、その効果については、

今後も継続的に検討する必要ある。 
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観点 自主学習環境が十分に整備され、効果的に利用されているか。  

（観点に係る状況）  

情報機器を利用した自習環境は、総合情報基盤センターの提供する情報機器が、黒髪南

キャンパスで合計 319 台準備されており、北キャンパスの附属図書館に 88 台、全学教育

棟に合計 456 台が準備されており、いくつかは平日午後 9 時 30 分まで利用可能である。

これ以外に、主要な建物とのロビーには、無線 LAN のサービスの受けられる状態での自習・

談話スペースが用意されて（前掲資料 Z-4-2-3）。(中期計画管理番号 K81, K87, K89) 

 

（水準） 

期待される水準にある。 

 

（判断理由） 

 自然科学研究科に所属する大学院生の大半は、個人所有の情報端末や研究室で提供する

情報端末が利用可能であり、附属図書館や総合情報基盤センターの情報機器の配備された

教室等、十分な自習スペースが確保されている。 
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４． 質の向上度の分析及び判定  

（１） 分析項目Ⅰ 管理運営体制及び事務組織が適切に整備され機能していること。  

 

大学院重点化に併せた事務部一元化、事務補佐員の雇用などにより管理運営業務の効率

化が進み、組織面でも各会議体の審議事項等の見直しにより、自然科学研究科長のリーダ

ーシップのもとに効率的な管理運営が可能となっている。以上の事実から、管理運営のた

めの組織や事務組織が適切に整備され、事務職員も適切に配置されており、「質を維持して

いる」と判断される。 

 

 

 

（２） 分析項目Ⅱ 活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が実施されているとと

もに、継続的に改善するための体制が整備され、機能していること。 

 

全学の実施方針に従い、自己点検としての組織評価を実施することで、本研究科の活動

の総合的な状況を評価するための資料やデータの蓄積が進んでいくと判断される。さらに、

今後は、組織評価を踏まえて、法人評価や認証評価が予定されており、定期的に外部者に

よる評価検証が継続されると判断できる。以上のことから、「改善・向上している」と判断

される。 

 

 

 

（３） 分析項目Ⅲ 教育研究活動等についての情報が、適切に公表されることにより、説

明責任が果たされていること。（教育情報の公表） 

 

各種大学基本情報は、全学の方針に沿った形で WEB 公開されており、そのアクセス件数

も月平均 30 万件程度と高い水準にあり広く社会に公開されていると理解されることから、

「改善・向上している」と判断される。 

 

 

 

（４） 分析項目Ⅳ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備等が整備され、有効

に活用されていること。（施設・設備） 

 

 全体的に施設、設備及び面積において良好な学習環境が整備されて、学生の教育で必要

とされる広帯域ネットワークが充分に整備されている。さらに、これらの利用に際しては、

セキュリティーレベルを維持した形での利用できるように、ウィルス対策ソフトの提供や、 

各種利用の手引き等が準備され、WEB を通じ学生及び教職員に周知されている。また、電

子ジャーナルをはじめとした図書の電子化が進んでおり、キャンパス内であれば教室・研

究室さらに自習スペースの確保からも、これを利活用可能な環境を提供している。以上の

ことから、「質を維持している」と判断される。 
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